
　政府は１０月２１日の閣議で国家戦略会議の設置を決
定。会議は、税財政の骨格や経済運営の基本方針な
ど重要政策を統括する「司令塔」の役割を担う。年
内に「日本再生の基本戦略」を固め、２０１２年半ばに「日
本再生戦略」（仮称）をまとめることを目指すとして

いる。
　また、１０月２８日には、東日本大震災からの本格復
興予算となる第３次補正予算案を閣議決定し、国会
に提出した。
　１１月１日からは政府税制調査会における１２年度税
制改正議論が本格に始動。１１月半ばまでに、過去の
税制改正大綱で検討課題とされた項目を議論する予
定としている。また、１２年度改正の議論を１２月初旬
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今月の主な動き

場　　所開始時間行　　　事
ルームＡ午後２時税務調査講演会１月１９日木
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時社会保険研究会１月２８日土
未定午後２時中医協答申説明会（第１次新点数検討会）２月２５日土
ホテルグランヴィア京都午後５時ワイン教室＆食事会（仮称）２月２６日日
新都ホテル午後４時医療安全シンポジウム３月１０日土
京都産業会館・シルクホール午後２時『点数表改定のポイント』説明会（第２次新点数検討会）３月２４日土
登録会館・大ホール午後２時『新点数運用Ｑ＆Ａ・レセプトの記載』説明会（第３次新点数検討会）４月２６日木

今
後
の
予
定

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲３６～３７ページ
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場　　所開始時間行　　　事
ルームＡ午後２時保険審査通信検討委員会２日金

午後２時各部会６日火
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時雇用管理講習会８日木
福知山中央保健福祉センター午後２時「公費負担医療」「保険基礎知識」説明会

１０日土
ルームＡ午後６時３０分保団連文化部会
舞鶴西総合会館午前９時「公費負担医療」「保険基礎知識」説明会

１１日日
ルームＡ午前１０時３０分保団連文化交流集会
伏見医師会館午後２時伏見医師会との懇談会１２日月

午後２時定例理事会１３日火
応接室午後２時医院・住宅新（改）築相談室

１４日水
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時公費負担医療等説明会
アミス午後１時ファイナンシャル相談室

１５日木
応接室午後２時法律相談室
アミス午後２時雇用管理相談室
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時公費負担医療等説明会
応接室午後２時環境対策委員会

１６日金
ルームＢ午後２時手話サークル
ルームＡ午後２時保険講習会Ａ

１７日土
京都アスニー午後２時地域包括ケアシステムシンポジウム
乙訓医師会会議室午後２時乙訓医師会との懇談会１９日月
ルームＡ午後２時定例理事会２０日火
アミス午後２時経営相談室

２１日水
ルームＡ午後２時金融共済委員会
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※「ルームＡ、Ｂ、Ｃ」、「応接室」及び「アミス」は京都府保険医協会事務所内の会議室の名称です。



に終了させ、控除対象外消費税の問題を含む社会保
障・税一体改革関連の議論に着手し、年内にまとめ
る方針も打ち出している。

政府、国家戦略会議を設置／日本再生基本戦
略を年内に
　政府は１０月２１日の閣議で国家戦略会議の設置を決
めた。会議は、税財政の骨格や経済運営の基本方針
など重要政策を統括する「司令塔」の役割を担う。
月内をめどに初会合を開き、年内に日本再生の基本
戦略を策定する予定だ。閣議後に会見した古川元久
国家戦略担当相（社会保障・税一体改革担当相）に
よると、閣議で野田佳彦首相は「産官学の英知を結
集し、重要基本方針の取りまとめや新時代の中長期
的な国家ビジョンの構想を行っていきたい」と述べ
たという。
　会議のメンバーは次の通り。▽議長＝野田首相▽
副議長＝藤村修官房長官、古川担当相▽構成員＝川
端達夫総務相、玄葉光一郎外務相、安住淳財務相、
枝野幸男経済産業相、岩田一政・日本経済研究セン
ター理事長、緒方貞子・国際協力機構理事長、古賀
伸明・連合会長、長谷川閑史・経済同友会代表幹事（武
田薬品工業社長）、米倉弘昌・経団連会長（住友化学
会長）、白川方明・日本銀行総裁
●政府、１８会議を廃止
　政府は国家戦略会議の設置に伴い１８会議の廃止を
決めた。菅直人政権下で置かれた「社会保障・税に
関わる番号制度に関する検討会」「社会保障改革に関
する有識者検討会」のほか、新成長戦略実現会議な
どを廃止した。（１０/２４MEDIFAXより）

第３次補正予算案を国会提出／政府
　政府は１０月２８日、東日本大震災からの本格復興予
算となる第３次補正予算案を閣議決定し、国会に提
出した。

　総額は約１２兆円で、このうち震災復興関係経費は
１１兆７３３５億円。被災地の医療、介護、福祉関連は１２３１
億円を盛り込んだ。復興関係費以外では特定Ｂ型肝
炎ウイルス感染者への給付金関連費用４８０億円など
がある。
　安住淳財務相は財政演説で東日本大震災の被災地
支援と日本経済の立て直しに触れ、「迅速に復旧から
復興への取り組みを進めるなどにより、わが国の経
済を自立的な回復軌道に乗せるよう全力を挙げる」
と述べた。（１０/３１MEDIFAXより）

高齢社会対策大綱、見直しへ議論開始／内閣
府・検討会
　内閣府は１０月２１日、「高齢社会対策の基本的在り方
等に関する検討会」（座長＝清家篤・慶應義塾長）の
初会合を開き、高齢者の雇用や健康、社会参加など
高齢社会対策の指針となる高齢社会対策大綱の見直
しに向けた議論を開始した。
　高齢社会対策大綱は２００１年１２月に閣議決定して以
降、１０年間見直しが行われてこなかった。６月に政
府与党が社会保障・税一体改革成案を取りまとめた
ことで、社会保障制度について一定の方向性が示さ
れたことと、１２年度に団塊世代が６５歳に達し、６５歳
以上の高齢者が大きく増加することを背景に見直し
を行う。１２年２月に報告書を取りまとめる。
　今後の高齢社会対策について、構成員からは「６５
歳で高齢者を線引きするのは本当に適切なのか」「コ
ミュニティーを中心とした互助の場が必要」などの
意見が上がった。香山リカ構成員（立教大現代心理
学部映像身体学科教授）は、高齢住宅を訪問するラ
イフサポートアドバイザーや、被災地の仮設住宅を
訪問する健康生活サポーターを例に「こちらから訪
問して生活相談に乗ったり、サービスにつなげたり
するようなアウトリーチ型の支援も必要だ」と述べ
た。この他にも、ケアが一度に受けられる施設や高
齢者を介護する人たちを支援する仕組みが必要だと
も述べた。
　清家座長は「社会保険を中心とする共助、政府が
直接的に支援する公助のほかに、市場メカニズムを
通じた自助、コミュニティーを中心とした互助を合
わせながら、尊厳ある高齢社会をつくっていきたい」
と述べた。（１０/２４MEDIFAXより）

社会保障改革推進本部を初開催／小宮山厚労相
　小宮山洋子厚生労働相は１０月７日、政務三役と厚
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労省幹部を参集して、社会保障・税一体改革の作業
スケジュール管理を担う「厚生労働省社会保障改革
推進本部」を初開催した。本部長には小宮山厚労相
自身が就いた。ただ、会合の内容は、医療・介護、
子ども・子育て、年金、障害者施策、就労促進、貧
困・格差対策、難病対策といった分野ごとの検討状
況を報告した程度にとどまり、目新しい話題は出な
かった。
　同本部は、局ごとに進めている社会保障制度改革
の検討状況を集約するコントロールタワーの役割を
担う。一体改革全体の作業スケジュール管理を行い、
年内には２０１２年の通常国会に提出する一体改革関連
法案を固めたい考え。
　また、少子高齢化がさらに進んでいく中で、社会
保障制度の将来像を描き、国民にビジョンを提示し
ていく役割も担う。国民に対して社会保障制度に対
する安心感を与える一方で、増税などの負担増が必
要経費だということを情報発信していく。
　会合は２週間に１度のペースで定期的に開催する
予定。小宮山厚労相は「今後は検討状況の報告だけ
ではなく、建設的な意見を出し合えるような形にし
たい」と述べた。
　外口崇保険局長は医療・介護分野の検討状況につ
いて、社会保障審議会・医療保険部会や中医協で制
度の見直し論議を進めていることや、高額療養費制
度や受診時定額負担などをテーマに取り上げている
ことなどを報告した。また、中医協と社会保障審議
会・介護給付費分科会の打ち合わせ会を開催するこ
とも報告した。（１０/１１MEDIFAXより）

高額療養費、外来も現物給付／政府、１２年４
月から施行
　政府は１０月１８日の閣議で、外来と訪問看護につい
ても高額療養費の現物給付を認める政令案を閣議決
定した。１０月２１日にも健康保険法施行令などの一部
改正を官報告示し、２０１２年４月１日から施行する。
　高額療養費制度は患者が自己負担額を支払った
後、保険者に高額療養費を申請する形を取っていた
が、入院についてはすでに現物給付が導入されてお
り、患者の窓口負担が自己負担限度額までに抑えら
れている。今回の政令改正案は、この措置の対象範
囲を外来まで広げようというもので、患者はあらか
じめ保険者から「限度額適用認定証」を受け取って
おく必要がある。
　高額療養費の外来での現物給付は、１０年１２月の社
会保障審議会・医療保険部会ですでに合意されてい
た。（１０/１９MEDIFAXより）

Ｂ型肝炎、和解金支払いの特措法案を閣議決定
　政府は１０月２８日、Ｂ型肝炎訴訟の和解金を支払う
ための「特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支
給に関する特別措置法案」を閣議決定した。
（１０/３１MEDIFAXより）

規制改革の重点分野に医療も／行政刷新会
議・分科会
　政府・行政刷新会議の「規制・制度改革に関する
分科会」（分科会長＝岡素之・住友商事会長）は１１月
８日、第３弾の改革の進め方をまとめた。東日本大
震災後の新たな社会経済を構築し、震災以前よりも
力強い日本を再生するとの視点で改革を検討すると
いう。分科会では、過去の改革テーマに関するフォ
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【１０月】◆２号機配管でも高濃度の水素検出／福島第一原発（１２日）◆S&P、スペイン国債を格下げ（１４日）◆平野復興相「逃げなかっ
たバカ」発言、東日本大震災の津波避難で（１８日）◆スペイン国債を２段階格下げ／米ムーディーズ（１９日）◆カダフィ大佐が殺害（２０
日）◆円が戦後最高値を更新、一時７５円７８銭／ＮＹ市場（２１日）◆タイ大洪水に非常事態宣言、発令出来ず／政府、軍の確執が大きな弊
害に（２２日）◆先進医療の保険適用、「混合診療禁止は適法」最高裁判断（２５日）◆円、再び最高値更新一時７５円７３銭／ＮＹ市場（２６日）
◆作家の北杜夫さん死去（２６日）◆国家戦略会議が初会合／野田首相、「日本再生の司令塔に」（２８日）◆国の借金、３月末に過去最大の
１０２４兆円に（２９日）◆食品の放射性物質、新基準値作り開始／厚労省審議会（３１日）◆世界人口７０億人（３１日）
【１１月】◆政府、南スーダンPKO派遣決定（１日）◆復興庁設置法案を閣議決定（１日）◆野田首相、Ｇ２０で消費増税表明（３日）◆政
府、東電に９０００億円支援決定／緊急特別事業計画を認可（４日）◆福島本格除染へ、無人ヘリ調査／環境省（７日）◆オリンパス、損失
隠し千数百億円（９日）◆東証、オリンパスを監理銘柄に／株価は３日連続のストップ安（１０日）◆巨人内紛、清武英利球団代表が渡辺
会長の「鶴の一声」に涙の乱（１１日）◆ギリシャ新政権発足、与党と最大野党などによる大連立内閣（１１日）◆野田首相、ＴＰＰ交渉参加
の方針表明（１１日）◆イタリアのベルルスコーニ首相が辞任、市民らは歓声（１３日）

（２０１１年１０月１２日～１１月１３日） 



ローアップを手掛けるほか、医療・農業・ＩＴを中
心に改革の重点分野を選んで検討する方針だ。また、
復旧・復興と日本再生をテーマにした第１ワーキン
ググループ（ＷＧ）と、エネルギーをテーマにした
第２ＷＧを設置する。２０１２年６月をめどに改革方針
を最終的にまとめる予定だ。
　岡分科会長は会見で、分科会で議論する改革重点
分野のテーマについて「突っ込んだ議論は（まだ）
していない」と述べ、これから絞り込む考えを示し
た。
　第１ＷＧでは、国内の社会経済再生に向けた改革
について検討する方針で、例として「長寿社会に資
するイノベーションの推進」が挙がっている。
（１１/９MEDIFAXより）

政府税調、「四段階制」再検討へ／財務省「目
的達成されていない」
　政府税制調査会は、診療報酬の所得計算特例措置
（いわゆる四段階制）について、存否を含めて制度の
在り方を再検討する方針だ。会計検査院が四段階制
の適用状況検査を行い「多額の自由診療収入があっ
ても、診療報酬額が５０００万円以下であることで特例
を適用している状況がある」などとする検査結果を
まとめたことを受け、再検討の必要性があると判断
した。１１月８日の政府税調で議題にする予定だった
が、具体的な議論は１１月１５日の会合に先延ばしにな
った。
　四段階制は、保険診療にかかる所得税の必要経費
を計算する際に、実際にかかった経費ではなく、４
段階の概算経費率を使える仕組み。保険診療で支払
いを受ける金額が年間５０００万円以下の場合、診療報
酬金額を４段階に区分し、それぞれの区分に応じた
概算経費率（７２％、７０％、６２％、５７％の４段階）を
診療報酬金額に乗じた額（概算経費）を必要経費と
できる。小規模医療機関の事務負担を軽減すること
で経営を安定させ、医療提供体制を確保することを
目的としている。１９５４年に創設され、１９８８年の改正
で、現在の内容になった。減収見込額は２０１１年度ベ
ースで２４５億円。
　会計検査院は「特例が長期にわたり存続する一方
で、厚生労働省が０５年度以降、要望書を財務省に提
出しておらず、近年の税制調査会などの見直し議論
の中で十分な検討が行われにくい状況にあった」と
して、特例の適用状況を検査した。
　検査の結果▽多額の自由診療収入があるのに特例

を適用している状況がある▽特例の概算経費率と実
際の経費率に差があり、多額の措置法差額が生じて
いる▽特例適用者のほとんどが、実際の経費を計算
した上で概算経費と比較して有利な方を選択してい
る―などとし、財務省と厚労省で特例が有効・公平
に機能しているかを検証し、目的に沿った適切な制
度にするための措置を講ずるよう求めた。１０月２８日
付で安住淳財務相に意見表示している。
　財務省はこうした会計検査院の指摘を整理し「自
由診療収入を含めた医業収入が１億円を超える特例
適用者もいる」「多額の措置法差額が生じている状況
は税負担の公平性の見地から適切ではない」「実際経
費を計算した上で概算経費と比較して有利な方を選
択して申告しているため、申告書の作成事務上は小
規模医療機関の事務処理の負担軽減という特例の目
的は達成されていない」として、存否を含めて制度
を再検討する方針を示した資料を１１月８日の政府税
調に提出した。ただ、審議時間がなく１１月１５日に議
論することになった。（１１/９MEDIFAXより）

「同時改定」「一体改革」検討へ陣容整う／民
主党
　２０１２年度に予定されている診療報酬・介護報酬同
時改定や、社会保障・税一体改革の実現など、社会
保障関連の課題を検討する民主党の陣容がほぼ固ま
った。政策調査会の下に、一体改革に特化した議論
をする「社会保障と税の一体改革調査会」を新設す
る。会長に細川律夫氏、事務局長に厚生労働部門会
議座長の長妻昭氏と、厚生労働大臣経験者がタッグ
を組む重厚な布陣を取る。また、厚労部門会議の下
には、同時改定や一体改革関連法案などを議論する
「医療・介護ワーキングチーム（ＷＴ）」を設置。座
長に柚木道義氏が決定した。
●省庁ごとの部門会議、省庁またがる調査会とＰＴ
　民主党は政策調査会の下に、省庁ごとの「部門会
議」と、複数の省庁にまたがる議題などを扱う「調
査会」「プロジェクトチーム（ＰＴ）」を設置して政
策課題に取り組んでいる。ただ、厚労部門会議は厚
労省提出法案の事前審査をする役割があるため、一
体改革は両者で議論することになる。
（１０/１４MEDIFAXより）

一体改革調査会が始動、年内に結論／民主
　民主党の「社会保障と税の一体改革調査会」（会長
＝細川律夫・前厚生労働相）は１０月２６日、党税制調
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査会と合同で初会合を開いた。役員人事を了承し、
下部組織に「社会保障・税番号検討ワーキングチー
ム」を設置することも決めた。今後は週に１度のペ
ースで会合を開き、両調査会合同で年内に結論を得
る。成案に盛り込まれた消費税率引き上げについて
は、引き上げ幅や時期を明示する方針だ。
　細川会長は会合の冒頭、「一体改革成案には３つの
狙いがある。社会保障を守ること、社会保障を充実
すること、支え合うこと。効率化も考えてやってい
かねばならない」と挨拶した。
　党税調の会長で、一体改革調査会の顧問にもなっ
た藤井裕久氏も冒頭挨拶し「今の社会保障は借金の
上に乗った社会保障。安定した社会保障政策をやり
たい」と、安定財源確保の重要性を強調した。
　会合終了後に会見した大久保勉・事務局長代行は
「社会保障テーマを先に議論し、財源である税制は１２
月に集中的に議論する」と説明。成案に盛り込まれ
た消費税率引き上げについては「いつ、何パーセン
ト上げるかを決めるのがこの調査会の大きな目標の
一つ」と述べた。
　一体改革調査会の顧問には、藤井氏のほか、岡田
克也氏、仙谷由人氏が就いている。
（１０/２７MEDIFAXより）

総合福祉法具体化へ検討スタート／民主党・
障がい者ＷＴ
　民主党厚生労働部門会議の障がい者ワーキングチ
ーム（ＷＴ、座長＝中根康浩衆院議員）は１０月２７日、
初会合を開き、次期通常国会の法案提出を予定する
障害者総合福祉法（仮称）の検討をスタートした。
　ＷＴは障がい者制度改革推進会議総合福祉部会が
８月にまとめた提言を踏まえ、法案づくりに意見を
反映させる。中根座長はＷＴの狙いを「２０１２年４月
に施行する改正障害者自立支援法と福祉部会の提言
との差異を詰める」と述べた。
　ＷＴは今後、関係団体や厚生労働省へのヒアリン
グなどを通じて議論を重ねる。中根座長は重要な検
討項目として障害程度区分に代わる新たな支給決定
の仕組みなどを列挙。ＷＴの意見を取りまとめる時
期については「本来なら年内だが、政府原案が出て
から最終的なものを出すことになる」と述べ、年明
けの作業も念頭に入れていることを明かした。「政府
原案づくりにも意見が反映されるようにしたい」と
も述べた。（１０/２８MEDIFAXより）

同時改定へ「在宅医療・介護の充実」で議論
／民主・医療介護ＷＴ
　民主党の医療・介護ワーキングチーム（ＷＴ）は
１１月８日の会合で、２０１２年度の診療報酬・介護報酬
同時改定について、在宅医療・介護の問題を中心に
議論した。出席議員からは、医療保険サービスと介
護保険サービスの提供に垣根があることを問題視す
る意見のほか、介護施設での医療サービス提供を一
定程度認める必要性に言及する意見や、終末期の看
取り機能を評価する重要性を指摘した意見などがあ
ったようだ。ＷＴは同時改定について来週前半に再
度、議論する。
　厚生労働省から、在宅医療を担う医療機関の評価
や、訪問看護の評価、在宅歯科医療、在宅での薬剤
管理、リハビリテーションの評価、認知症の対応に
向けた評価などについて、現在の検討状況や今後の
見通しの説明を受け議論した。
　ＷＴの柚木道義座長は会合後に会見し、意見のや
りとりを紹介。改定率の関連では「民主党として明
確にプラス改定を実現するというメッセージを、Ｗ
Ｔで示してもらいたい」「全体でプラスを求める場
合、どこを重点的にプラスにするかについて、ＷＴ
で議論を詰めてもらいたい」との意見があった。医
療・介護連携では「ケアマネジャーの位置付けが十
分とはいえない。位置付けをしっかり評価した上で
情報共有が進むようにしてもらいたい」などの意見
があった。
　ＷＴは同時改定について、来週１１月１５日ごろをめ
どに開く会合で再び議論する。柚木座長は「入院医
療や施設サービス、療養病床の再編などの論点でや
りたい」と述べた。
　次回１１月１０日に開く会合では、社会保障・税一体
改革について、７０－７４歳の窓口負担の問題や、後期
高齢者医療制度の新制度移行に関する議論、受診時
定額負担と高額療養費制度の拡充、介護職員の処遇
改善交付金などの論点を取り上げる。
（１１/９MEDIFAXより）

番号制度導入で保険者機能の強化を／民主Ｗ
Ｔで保険者が要望
　民主党「社会保障と税の一体改革調査会」の社会
保障・税番号検討ワーキングチーム（ＷＴ、座長＝
大久保勉参院議員）は１１月８日、健保連、全国健康
保険協会（協会けんぽ）、社会保険診療報酬支払基金
の３団体からヒアリングした。ヒアリング終了後に
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会見したＷＴ事務局長の三村和也衆院議員による
と、３団体とも番号制度導入を進めるよう要望した。
導入に賛成する理由として、いずれも事務効率化に
よる保険者機能の強化を挙げたという。
　また３団体とも、番号制度導入で共有する患者の
個人情報項目について、政府が６月に「社会保障・
税番号大綱」をまとめた後、それ以上に詳細な情報
がないとして、より具体的な内容の検討を求めたと
いう。
　ＷＴは来週、経済同友会からのヒアリングを予定
している。１１月中に提言をまとめ、党の調査会に報
告する方針だ。
●「医療分野で個人情報保護強化の法整備を」健保連
　健保連が提出した資料は、医療分野で個人情報の
共有を進めるに当たり、個人情報保護強化のための
法整備が必要と指摘。また、医療分野では電子化が
遅れているとして、ＩＴ化促進を図ることも要望し
ている。
　協会けんぽは資料で、番号制度で個人の所得情報
にもアクセスできることになった場合、所得によっ
て給付額が異なる高額療養費の支給手続きが簡素化
できることなどを説明した。支払基金は資料で、番
号制度導入で可能になることとして患者単位で継続
的に医療費動向を分析できることなどを挙げた。
（１１/９MEDIFAXより）

２次医療圏、人口２０万人が目安／厚労省
　厚生労働省は１０月６日、人口２０万人程度を２次医
療圏設定の目安とする案を「医療計画の見直し等に
関する検討会」（座長＝武藤正樹・国際医療福祉大大
学院教授）に提示した。２００８年４月時点で２次医療
圏は全国に３４８医療圏（１０年４月現在は３４９医療圏）
あり、最大格差は人口で１０３.６倍、面積では９９.８倍と
なっている。人口が少ない医療圏ほど患者の流出が
目立つなどの傾向があることから、厚労省は１３年度
からの新しい医療計画で、患者流出入の動向に注意
を払って適正な医療圏を設定するよう都道府県に働
き掛ける考えだ。
　厚労省医政局指導課は検討会に、２次医療圏ごと
の患者の流出入割合について０８年患者調査を用いて
人口規模別、面積規模別に分析した結果を示した。
入院患者が圏外へ流出する割合が２０％を超えた１１０
の医療圏では、これ以外の医療圏に比べて平均人口
が少ない特徴があった。人口２０万人以下の医療圏で、
流出率が流入率を上回る傾向も顕著だった。

　指導課は、地域医療連携をより実効性の高いもの
とする観点から医療計画の作成指針（医政局長通知）
を見直し、医療圏の設定について２０万人の人口規模
を目安として盛り込む考えだ。
　中沢明紀委員（神奈川県保健福祉局保健医療部長）
は「都道府県による医療圏の設定を縛るような形に
なっては地域の特性が出なくなる可能性がある」と
指摘。末永裕之委員（日本病院会副会長）も「２次
医療圏を厳密に決める必要はあるのか。医療圏を越
えて患者が動いているのが現実。各自治体にお任せ
した方がよいのでは」と述べた。委員の指摘に対し、
医政局指導課医師確保等地域医療対策室の石川直子
室長は「さまざまなデータが出ているところ。まず
は各自治体で現状を把握していただくことが重要」
とした。（１０/７MEDIFAXより）

小中高生の社会保障教育を強化／厚労省
　厚生労働省は、給付と負担の関係も含めて社会保
障制度全般に対する理解を深めてもらうため、未来
を担う若者への社会保障教育を強化する計画を立て
ている。文部科学省と連携しつつ、２０１２年度から小
中高校生への社会保障教育プログラムを試行的に導
入する予定だ。
　全国を７ブロックに分け、各ブロックでモデル地
域を１カ所選び、民間団体・企業に小中高校生への
教育プログラムを委託する。委託先が児童・生徒へ
の授業やセミナーの開催のほか、福祉施設・行政機
関の見学・実習会を行う。厚労省は１２年度予算概算
要求で６１００万円を要求中。現段階では１２年度以降の
事業は確定していないが、厚労省は複数年度で事業
化したい考え。１２－１４年度の３年間程度でモデル実
施する構想で、結果を社会保障審議会に報告し、全
国展開していきたい考えだ。
　「少子高齢化だし、どうせ年金は破綻するのでしょ
う？」「今の若者は負担ばかりで受益はないから、老
後には自分で備えた方がマシだよね」といった社会
保障制度に対する不信感が、大人から子どもに伝わ
り、制度そのものに対する不信感を醸成していると
厚労省はみている。子どものうちから社会保障制度
になじんでもらい、制度に対する国民全体の理解を
深めていきたい考えだ。
　これを踏まえ厚労省は１０月１１日に「社会保障の教
育推進に関する検討会」（座長＝権丈善一・慶應義塾
大商学部教授）を立ち上げ、社会保障制度がどのよ
うに誤解されているかや、教育現場で社会保障制度
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を学んでもらうためのポイント整理などを始めた。
教師が授業で使用しやすい社会保障制度指導用のマ
ニュアルも作成する。検討会は年度内に７回開催す
る予定。次回以降、参考人からヒアリングを行うほ
か、授業のポイント整理作業に取り組み、教材を作
成していく。出来上がった教師用マニュアルは、１２
年度に全国７カ所で行うモデル事業に活用する予定
だ。香取照幸社会保障担当政策統括官は初会合の冒
頭、「検討会のゴールは決めていない。こういった方
向性を出してほしいという要望はなく、委員には幅
広い視点で議論してもらいたい」と述べた。フリー
ディスカッションでは「教師側も社会保障制度のこ
とをよく理解していない」「覚える言葉が多過ぎて教
育現場でイメージしづらい」など、さまざまな意見
が出た。（１０/１２MEDIFAXより）

原発作業員の健康管理、厚労省が指針を公表
　厚生労働省は１０月１１日、福島第一原子力発電所作
業員の健康を保持・増進するための指針を公表した。
９月に厚労省の「東電福島第一原発作業員の長期健
康管理に関する検討会」が取りまとめた報告書を踏
まえた指針。
　指針には長期健康管理の取り組みとして、作業員
の被ばく線量に応じて白内障検査やがん検診を実施
することなどを盛り込んだ。データベースの整備で
は、作業員本人が被ばく線量や健康診断の結果を参
照できるとした。このほか、国が行う援助として作
業員へのがん検診受診勧奨や、支援窓口での健康相
談・保健指導などを実施するとした。
（１０/１２MEDIFAXより）

入院・外来・在宅医療で「今後の方向性」／
中医協で厚労省
　厚生労働省は１０月５日の中医協総会で「入院・外
来・在宅医療について（総論）」を提示した。「社会
保障・税一体改革成案」に沿った内容で、入院・外
来・在宅医療の観点から、医療現場が抱えている課
題や、改革の方向性などを整理している。
　入院医療の課題や今後の方向性としては、勤務医
の負担を軽減させつつ、患者の状態に応じた診療を
行い、さらに平均在院日数を減少させるために、急
性期への医療資源の集中投入を含めた入院医療の機
能分化を進めていくべきとした。その際、病棟機能
ごとに必要な病床数の検討も含めて、高度急性期、
一般急性期、亜急性期など患者の状態に応じた診療

報酬体系についても検討する必要性があるとした。
●慢性期患者の報酬体系を整理
　さらに、一般病棟で在院日数が９０日を超える長期
入院患者の大部分が特定除外患者（出来高払い）で
あり、医療療養病棟の長期入院患者（包括払い）と
診療報酬上の評価が異なっているため、さまざまな
患者が混在せざるを得ない地方の病院の特性に配慮
しつつ、慢性期患者の診療報酬体系を整理すべきと
した。地域に密着した病床が高度急性期から亜急性
期までの医療の中でどのような役割を果たすかや、
診療報酬上の評価についても今後検討すべきとし
た。
　外来医療の課題と方向性では、病院が専門外来や
セカンドオピニオンなどの役割を担う一方、診療所
が一般外来の受け入れを拡大するなど、役割分担を
進めていくべきとした。また、専門外来やセカンド
オピニオンを積極的に行っている専門医療機関の評
価や、地域の取り組みとして診療所と地域の拠点病
院が連携しながら外来診療するケースの評価も検討
項目に挙げた。
●在宅の看取り機能を評価へ
　在宅医療の課題と方向性では、在宅の看取り機能
を充実させる観点から、▽自院に複数の医師や２４時
間連絡対応できる看護職員を配置するなどシステム
的な緊急時対応を行っている在宅療養支援診療所▽
在宅療養支援病院などと連携し自院で在宅医療や看
取りを行っている診療所▽周辺に診療所がなく、訪
問診療や往診を行う在宅療養支援病院─の評価を検
討する方針を掲げた。
　要介護認定者には訪問看護を介護保険で提供する
ことになっているが、急性増悪を頻回に起こすなど
医療の必要性が高い患者については一時的に医療保
険で訪問看護を提供することになっており、こうし
た患者の状態に応じて必要な医療が提供される仕組
みについても検討する必要性を指摘した。
（１０/６MEDIFAXより）

高額療養費制度の見直し案を提示／厚労省・
医療保険部会
　厚生労働省は１０月１２日の社会保障審議会・医療保
険部会（部会長＝遠藤久夫・学習院大教授）に、高
額療養費制度の見直し案を提示した。現在は患者の
所得に応じて自己負担の上限額が３段階に分かれて
いるが、これを５段階に細分化するイメージ。現行
制度では、年収２００万－８００万程度の収入の患者は「一
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般所得者」と見なされ、自己負担限度額が同額にな
っている。だが、収入に差があり過ぎるのではない
かとの指摘が出ていたため、設定を細かく改めては
どうかと提案した。年間上限額も新設する方針。上
限額を超えた支払い分は後日償還される。厚労省案
によると、７０歳未満の場合、およそ▽年収２００万円以
下（当初３カ月間の自己負担限度額＝３万５０００円、
４カ月目からの自己負担限度額＝２万４０００円、年間
上限＝２５万９０００円）▽年収２００万－３００万円（３カ月
間＝４万４０００円、４カ月目から＝３万５０００円、年間
上限＝３７万８０００円）▽年収３００万－６００万円（３カ月
間＝６万２０００円、４カ月目から＝４万４０００円、年間
上限＝５０万１０００円）▽年収６００万－８００万円（３カ月
間＝８万円、４カ月目から＝４万４０００円、年間上限
＝５０万１０００円）▽年収８００万円以上（３カ月間＝１５万
円、４カ月目から＝８万３０００円、年間上限＝９９万６０００
円）─の５段階に分けている。
　７０歳以上も収入に応じて現行の３段階を５段階に
細分化し、年間上限額を設ける。
　さらに厚労省は、高額療養費制度の見直しに必要
な財源も試算した。２０１５年度給付費ベースで約３６００
億円（保険料約２５００億円、公費約１２００億円）が必要
になる。保険制度別の給付費は▽協会けんぽ約８００億
円▽健保組合約４００億円▽共済組合約１００億円▽市町
村国保約１５００億円▽後期高齢者医療約７００億円。国保
は低所得者が多く、財政影響を大きく受けるため、
受診時定額負担のほかに公費による財政支援も検討
している。
　初診・再診時に患者から１００円ずつ徴収する前提
で、受診時定額負担を導入した場合の大まかな財源
も試算した。患者からの徴収分と、受診抑制効果
（いわゆる長瀬効果）を合わせて給付費ベースで約
４１００億円（保険料２９００億円、公費１３００億円）の財源
を見込む。また、制度導入後に高額療養費の給付額
が伸びたとしても、患者からは１００円以上徴収せず、
伸長分は保険者財政の中で工面する方針を示した。
　低所得者に配慮して１００円徴収を免除した場合に
は、給付費ベースで財源が約８００億円減るとの見通し
も示した。その際には財源が不足するため、高額療
養費制度の上限額など、枠組みそのものも見直す必
要が出てくる。（１０/１３MEDIFAXより）

特定看護師制度化案、１２月の医療部会に提示
へ／厚労省
　厚生労働省医政局医事課の田原克志課長は１０月１２

日の「チーム医療推進会議」（座長＝永井良三・東京
大大学院医学研究科教授）で、「１２月に開かれる社会
保障審議会・医療部会へ特定看護師（仮称）の制度
化の案を報告できればと考えている」との見解を示
した。委員から、現在検討が進められている特定看
護師について今後のスケジュールを問われたのに対
して答えた。
　現在、政府が進めている社会保障・税の一体改革
には、医療制度改革も含まれている。田原課長は、
２０１２年の通常国会へ関係法案を提出することを目標
に準備を進めているとした上で「一体改革のスケジ
ュールと歩調を合わせて、チーム医療推進会議では、
１２月上旬までに意見の取りまとめを行う方向で議論
いただきたい」と求めた。
　島崎謙治委員（政策研究大学院教授）は「法律事
項はどうなるのか、議論を整理し、どの論点で賛否
が分かれているのかはっきりさせる必要がある」と
指摘し、厚労省に次回の会合で論点整理を示すよう
求めた。
　永井座長は「大きな枠組みとして『診療の補助』
『医師の指示の下での行為』まではよいだろう。特定
の行為の範囲と教育の体制が問題になってくるだろ
う」とした。
　藤川謙二委員（日本医師会常任理事）は「どんな
特定行為をするかにも委員の中で認識が違うだろ
う。特定看護師がないと医療現場は１２年から回らな
いのか。拙速な議論はすべきではない」と述べ、１２
月の医療部会に制度案を示す方向性について懸念を
示した。（１０/１３MEDIFAXより）

エイズと性感染症、両予防指針を大筋了承／
厚科審・感染症部会
　厚生労働省の厚生科学審議会・感染症分科会感染
症部会（部会長＝渡邉治雄・国立感染症研究所長）
は１０月１７日、厚労省が報告したエイズ、性感染症の
両予防指針改正案を大筋で了承した。厚労省は、パ
ブリックコメントなどの手続きを経て、年内にも告
示する見通しだ。
　エイズ予防指針では▽「検査・相談体制の充実」
の位置付け強化▽「個別施策層」に対する検査での
目標設定の必要性▽地域での総合的な医療提供体制
の充実▽ＮＧＯなどとの連携―を新たな重点対策と
した。
　「検査・相談体制の充実」の位置付け強化では、こ
れまで「発生の予防及びまん延の防止」の中に書き
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込まれていた検査・相談体制の充実を単独の章とし
て独立させた。場所や時間帯など受検者の利便性に
配慮した検査を実施し、医療機関への受診を促す。
　青少年やＭＳＭ（男性間性交渉者）、セックスワー
カーなどの個別施策層への検査では、地域の実情に
合わせ感染者・患者数の多い都道府県などに定量的・
定性的な目標設定を求める。
　性感染症予防指針では▽コンドーム以外の予防方
法の情報提供推進▽病原体検査の推進▽医療機関へ
のアクセス向上▽指定届出機関の指定基準作り―な
どを加えた。
　コンドーム以外の予防方法では、尖圭コンジロー
マにワクチンが有効であることや、コンドームだけ
では防げない性感染症があることなどを情報提供す
る。病原体検査では、簡便な尿検査で病原体検査を
実施できることを明記した。
　審議会では、委員からエイズ予防指針について、
抗ＨＩＶ薬の服薬指導の重要性を明記することや、
性感染症予防指針では薬剤耐性菌の動向調査につい
て追記が必要などの意見が出た。
（１０/１８MEDIFAXより）

医療法人、サービス付き高齢者住宅の運営可
能に／厚労省
　医療法人が付帯業務として新たにサービス付き高
齢者向け住宅を運営できるようになった。高齢者居
住安定確保法の改正で高齢者専用賃貸住宅などが廃
止となったことに伴い、厚生労働省が１０月２０日に都
道府県と地方厚生支局に通知した。
　すでに高専賃を運営している医療法人について
は、２０１２年３月末までに定款を変更し、サービス付
き高齢者向け住宅か有料老人ホームへの変更を届け
出る必要がある。（１０/２５MEDIFAXより）

メンタルチェックなど安衛法一部改正「妥当」
／労政審・安衛分科会
　厚生労働省の労働政策審議会・安全衛生分科会（分
科会長＝相澤好治・北里大副学長）は１０月２４日、小
宮山洋子厚生労働相から諮問を受けた「労働安全衛
生法の一部を改正する法律案要綱」について妥当と
認め、労働政策審議会長へ報告することで一致した。
同法案には、一般定期健康診断に併せて医師や保健
師が労働者のメンタルチェックを実施することを事
業者に義務付けることなどを盛り込んだ。
　今回の労働安全衛生法の一部改正は▽メンタルヘ

ルス対策の充実・強化▽電動ファン付き呼吸用保護
具の型式検定・譲渡制限対象器具への追加▽受動喫
煙防止対策の充実・強化―の３点。
　メンタルヘルス対策として、今回盛り込まれた労
働者に対するメンタルチェックは、これまでの議論
で医師による実施とされてきた。しかし、メンタル
チェックは医行為にあたらないことや労働安全衛生
法上一定の役割を保健師が担っていることから、保
健師も実施主体とした。
　メンタルチェックの結果から労働者は必要があれ
ば医師に面接指導を申し出ることができる。面接指
導の申し出を理由として、事業者は不利益な取り扱
いをしてはならないこととした。
　議論では、委員から「労働者のプライバシーの保
護の徹底が必要」「不利益取り扱いの禁止について厳
格に取り扱うべき」とした意見が上がった。これに
対し厚労省労働基準局安全衛生部労働衛生課の椎葉
茂樹課長は「円滑な導入に向け周知を図りたい。メ
ンタルチェックについてマニュアルを作成し、医師
や保健師によるばらつきがないようにしたい」と述
べ、事業者に対する指針の公表とともに十分な周知
を行いたいとした。（１０/２５MEDIFAXより）

市町村国保の都道府県単位化へ政務三役級協
議／厚労省・地方
　社会保障・税一体改革成案に盛り込まれている「市
町村国保の財政運営の都道府県単位化・財政基盤の
強化」の実現に向けて、厚生労働省は１０月２４日、「国
民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協
議」の初会合を開いた。これまでは厚生労働省と地
方の事務レベルによるワーキンググループで、国保
の構造的問題の分析や基盤強化策の検討などを行っ
てきたが、次のステップとして厚労省政務三役級と
地方代表者級の協議を始めた。
　メンバーは、辻泰弘厚生労働副大臣、藤田一枝厚
生労働政務官、福田富一栃木県知事、岡﨑誠也高知
市長、齋藤正寧秋田県井川町長。事務局は厚労省保
険局が務める。
　論点は▽財政基盤強化策▽財政運営の都道府県単
位化─の２本柱。財政基盤強化策の論点としては「低
所得者が多く保険料負担が重い」「市町村間で所得の
格差がある」といった構造的な問題を踏まえ、低所
得者に対する保険料の軽減の在り方や、低所得者が
多い保険者への支援の在り方、財政調整機能の強化
などが検討事例に挙がった。財政運営の都道府県単
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位化をめぐっては検討事例として、財政運営が不安
定な小規模保険者の存在や、市町村間で保険料や医
療費の格差があることへの対応、都道府県単位化を
進める上で、国と都道府県、市町村がどのように役
割分担すべきかなどが挙がった。
　今後、必要に応じて実務者級ワーキンググループ
を置き、細部の協議をする。次回会合の日程は未定。
（１０/２５MEDIFAXより）

２０２５年へ診療報酬「将来の課題」／厚労省
　社会保障審議会・医療保険部会は１０月２６日、２０１２
年度診療報酬改定の基本方針策定に向けて、これま
での検討状況を箇条書きで文案化した資料「１２年度
診療報酬改定の基本的認識、視点、方向等（案）」を
提示した。資料は▽基本的認識▽重点課題▽改定の
視点▽具体的な方向性▽将来に向けた課題―の５部
構成。特に「将来に向けた課題」は厚生労働省が今
回初めて作成したもので、一体改革成案で描いた２５
年の医療提供体制実現に向け、中医協が中長期的な
観点で取り組むべき課題を整理している。
●人員配置からアウトカム中心の評価へ
　鈴木康裕医療課長は「将来の課題」で留意すべき
ポイントとして▽医療計画や補助金、保険者の取り
組みと相乗効果をもたらせる診療報酬の在り方を検
討▽人員配置中心の評価から、結果・アウトカム中
心の評価にシフト▽新規医療技術では開発インセン
ティブを確保しつつ、費用対効果を勘案した評価方
法を検討する―の３点を挙げた。
　意見交換では「厚労省がまとめた文章では具体的
なイメージをつかみづらい」という意見が多数上が
った。樋口恵子委員（ＮＰＯ法人高齢社会をよくす
る女性の会理事長）は、地域包括ケアの理念に対し
て「患者目線で、退院から在宅医療、死に至るまで、
どういった医療関係者に関わっていけばよいかが分
かりづらい。簡単な図表で示してほしい」と要望し
た。
　小林剛委員（全国健康保険協会理事長）は、一般
病棟に長期入院しても一定条件に当てはまれば特定
入院基本料への減額を免れる特定除外患者を「効率
化のテーマに入れるべき」と主張。すかさず鈴木邦
彦委員（日本医師会常任理事）は「特定除外を大き
な問題にするのは考えてほしい」と指摘した。山下
一平委員（日本商工会議所社会保障専門委員）は
「効率化の基本姿勢を忘れずに。保険料が上がらない
よう調整してほしい」と要請した。

　紙屋克子委員（静岡県立大大学院看護学研究科教
授）は看護師の負担軽減について言及し「２交代制
では夜勤前に４時間程度しか休憩できない。事故が
起きない方が不思議だ。安全・安心のためにも“ち
ょっと贅沢な人員体制”が必要だと書き込んでほし
い」と要望した。また、紙屋委員が「医療クラーク
を配置し、医療関係者が医療に専念できる体制を整
えてほしい」と要望すると、高原晶委員（諫早医師
会長）は「書類が煩雑で、整理をお願いしたい。そ
うすれば医療クラークは必要ないかもしれない」と
述べた。
　柴田雅人委員（国保中央会理事長）は自殺対策を
盛り込むよう求めた。（１０/２７MEDIFAXより）

「７０－７４歳の２割引き上げ」支持／高齢者団
体、医療保険部会で
　社会保障審議会・医療保険部会（部会長＝遠藤久
夫・学習院大教授）は１０月２６日、社会保障・税一体
改革成案に盛り込まれている「患者負担の見直し」
について審議した。テーマは▽７０－７４歳の自己負担
割合の見直し▽医薬品に対する患者負担を市販医薬
品の価格水準も考慮して見直す―の２点。
　７０－７４歳の高齢者の自己負担割合は、法律では２
割負担と定められているが、現状では１割負担のま
ま据え置かれ、残りは予算措置で対応している。意
見交換では、保険者側が「２割に引き上げ」を主張。
診療側は「１割のまま据え置くべき」とし、意見が
割れた。高齢者団体の委員は「法令通りに２割引き
上げ」を主張した。
　川尻禮郎委員（全国老人クラブ連合会理事）は
「法律で決めたからには２割に進めるべきではない
か」と主張。樋口恵子委員（ＮＰＯ法人高齢社会を
よくする女性の会理事長）も個人的な意見とした上
で引き上げを支持し、「なぜ７０代前半の議論がここま
で進まないのか」と疑問を呈した。７０－７４歳の自己
負担割合については引き続き医療保険部会で議論す
る。
●医薬品患者負担見直しは「反対」の声
　市販品を考慮した医薬品の自己負担割合の見直し
については、安部好弘委員（日本薬剤師会常務理事）
が「日本の制度に取り入れるべきではない」と反発
した。理由として▽患者に説明しづらく、分かりづ
らい体系になる▽日本の患者負担は小さくない▽安
全・安価な薬剤を選択しづらくなり、かえって高額
な薬剤が増え、医療費が増加する―の３点を挙げた。

京都保険医新聞

第１４９号１２

２０１１年（平成２３年）１１月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２８０４号



鈴木邦彦委員（日本医師会常任理事）も患者の負担
増に反対した。支払い側からも特段の意見は出なか
った。この問題も継続審議となる。
（１０/２７MEDIFAXより）

第２期計画、一体改革成案と整合性／医療費
適正化で厚労省
　厚生労働省は１０月２６日の社会保障審議会・医療保
険部会（部会長＝遠藤久夫・学習院大教授）に、２０１３
年度から始まる第２期医療費適正化計画の策定に向
けた基本的な考え方を示した。「社会保障・税一体改
革成案」や医療計画などと整合性の取れた内容とす
ることや、「保険者による健診・保健指導等に関する
検討会」での議論を踏まえて特定健診・保健指導の
実施方針を盛り込む方向性を示した。厚労省は、各
都道府県の意見も踏まえた上で、１２年度の早い段階
で第２期計画の基本方針を示したい考えだ。
　０８年度から開始した医療費適正化計画では、平均
在院日数の縮減や、特定健診・保健指導の実施など
が柱となっている。厚労省はこの日の会合に、適正
化に向けた取り組みの実施状況を報告。転換が進ん
でいない実態を踏まえて介護療養病床の廃止を６年
延期することになり、療養病床再編に関する目標を
凍結し、目標数へ向けた機械的な削減を行わないこ
とにした経緯などを説明した。
（１０/２７MEDIFAXより）

医師の地域偏在解消「国の関与を」／社保審・
医療部会
　厚生労働省の社会保障審議会・医療部会（部会長
＝齋藤英彦・国立病院機構名古屋医療センター名誉
院長）は１０月２７日、地域医療支援センターの医療法
への位置付けについて議論し、委員から反対意見は
なく方向性は大筋まとまった。「医療法への位置付け
で各都道府県が責任を持って医師の地域偏在解消に
取り組むための体制整備ができる」との厚労省の説
明には「都道府県への丸投げはやめ、国が直接関与
すべき」との指摘もあった。
●地域医療支援センター、医療法への位置付けは
　厚労省は、各都道府県の医療対策協議会で取りま
とめた医師確保の方針に沿った施策の実施主体とし
て地域医療支援センターを「医療法に位置付けるこ
とをどう考えるか」と論点を提示。邉見公雄委員
（全国自治体病院協議会長）が「この１０年間、偏在は
解決していない。国がマッチングのようなものを考

えるべき」として、国の関与が重要だとした。
　地域の医師偏在の解消に向けて中川俊男委員（日
本医師会副会長）は「臨床研修をした県に残ること
が非常に多い」と指摘。「臨床研修医数と全国の受け
入れ募集定員数をほぼ一致させることで、偏在解消
策につながるのではないか」とした。このほか委員
からは「若者の専門医志向や専門医を集めないと高
度医療を提供できない現状など、問題の背景を分析
すべき」「若手の都市集中が要因にある。法的に、あ
る程度の強制力を持たせて、働く場を一定期間制限
することを考えるべき」との意見が上がった。
　地域医療支援センターは現在、全国１５カ所で先行
的に実施されている。厚労省は医療部会へ主な取り
組み例（９府県）を紹介した。先行事例について中
川委員は「ほとんど効果がなかったように見える。
派遣する医師のいない支援センターが機能するの
か」と指摘した。これに対し厚労省医政局指導課の
井上誠一課長は「２０１１年度から始めたばかり。主要
な対象である地域枠医師もこれから卒業してくる。
最終的にさまざまな事業をパッケージで実施できる
よう取り組んでいきたい」とした。
　地域医療支援センターは、都道府県が主体となっ
て医師の地域偏在を解消するためのコントロールタ
ワーとして都道府県庁や大学病院、都道府県立病院
に設置する。医師不足病院への医師確保支援のほか、
地域枠医師や地域医療支援センターが確保した医師
の地域医療に従事することへの不安解消、情報発信・
コーディネートを行っていく。厚労省は１２年度概算
要求で１０.９億円を計上。１１年度からすでに先行実施
している１５カ所を計３０カ所に拡大し、各県支援セン
ター間のネットワークも構築していきたいとしてい
る。（１０/２８MEDIFAXより）

１２年度改定へ「重症化予防の視点を」／日看
協、医療部会に意見書
　社会保障審議会・医療部会の齋藤訓子委員（日本
看護協会常任理事）は１０月２７日、医療部会へ「２０１２
年度診療報酬改定の基本的認識、視点、方向等（案）
について」とした意見書を提出した。厚労省が示し
ている改定の視点に対し「地域で継続的に療養相談
や療養指導を受け、疾病の重症化・悪化予防を図る
視点が必要」としている。
　また、重点的に取り組む課題や具体的な次期改定
の方向として厚労省が示した▽医療従事者の負担軽
減▽医療と介護の役割分担の明確化▽地域での連携
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体制強化の推進▽在宅医療などの充実―については
「賛同するとともに、着実な推進を求める」とした。
（１０/２８MEDIFAXより）

「在宅医療拠点」を法的位置付け／厚労省、医
療法改正へ
　厚生労働省は在宅医療を推進するため、在宅医療
の連携拠点機能を持ち在宅患者の病状急変時への対
応が可能な診療所・病院について施設基準や人員配
置などの指定要件を設け、法的に位置付ける方向で
検討を開始した。１０月２７日に省内で開いた社会保障
審議会・医療部会（部会長＝齋藤英彦・国立病院機
構名古屋医療センター名誉院長）で、医療法に位置
付けることを提案した。２０１２年の通常国会に提出す
る医療法の改正法案に盛り込む考えで、在宅医療連
携体制についての数値目標を地域の医療計画に記載
することも提案した。出席委員からの目立った反対
意見はなく方向性は大筋でまとまった。
●知事承認の名称独占に
　医療法で位置付ける目的について、医政局指導課
の福原康之在宅医療推進室長は「都道府県知事の承
認による名称独占になる」とし、都道府県は在宅医
療連携の拠点となる診療所・病院の所在地や数に加
え、申請・実績報告によって地域の在宅医療の実態
を把握できるようになると説明した。医療法では名
称独占できる医療機関として、特定機能病院（国承
認）と地域医療支援病院（都道府県承認）の役割や
施設要件、人員配置要件を定めている。
　在宅医療連携拠点医療機関の役割として厚労省は
▽連携拠点機能▽在宅患者の急変時対応が可能な在
宅医療提供体制構築▽介護する家族への支援─を示
した。連携拠点機能として、医療・介護関係者間の
協議の場を開き、多職種連携のための人員配置・人
材育成を求める。急変時対応では、複数の医師を配
置し１人開業医を２４時間体制でサポートすること
や、災害時対応の計画策定などを求める方針だ。
　厚労省は１１年度の新規事業で、在宅医療連携拠点
のモデル事業を全国１０カ所で開始している。医師・
看護師・社会福祉士・介護職など地域の多職種協働
による支援体制や、医療・介護が連携した継続的・
包括的な在宅医療提供体制の構築を目指している。
１２年度は４７都道府県各２カ所（計９４カ所）に拡大す
るため、３１億円の予算を要望している。各地で地域
特性に合った在宅医療が展開できるよう、さまざま
なモデルの構築を進める。

　医療計画で数値や連携体制の目標を記載すること
についても大きな反対はなかった。１３年度から実施
する新たな医療計画については、医政局の検討会が
見直しに向けて議論を進めており、年内にも報告書
を取りまとめる。（１０/２８MEDIFAXより）

在宅医療、２次医療圏より小さい圏域も
　厚生労働省は１０月３１日の「医療計画の見直し等に
関する検討会」（座長＝武藤正樹・国際医療福祉大大
学院教授）に、都道府県が２０１３年度から実施する新
たな地域医療計画について、在宅医療の医療圏は急
変時対応や看取りに取り組めるよう、地域の状況に
応じて２次医療圏より小さな圏域を設定すべきとの
論点を示した。また、新たな在宅医療の指針に「退
院調整支援担当者がいる施設数」などを盛り込む方
向を示した。指標に基づいて設定する在宅医療体制
の目標値について厚労省は、４疾病５事業に精神疾
患を加えた「５疾病５事業」の目標値とともに今後
の検討会で事務局案を示す考えだ。
　事務局の医政局指導課在宅医療推進室は在宅医療
体制の状況として▽日常の在宅医療▽肺炎などでの
急変時対応▽重症救急―の対応エリアは都市・郊外・
過疎地などの地域によって違うと指摘した。在宅で
の介護については市町村が介護保険事業計画を策定
し、市町村によっては在宅医療対策協議会といった
組織も設置していることなどから、医療計画の策定
に当たって都道府県は市町村との連携が不可欠とな
る。このため、事務局は都道府県と市町村の有機的
な連携が求められると説明した。
　事務局は、在宅医療の医療圏設定について、症状
安定時ばかりでなく、急変時対応や看取りへの取り
組みができるように、地域の実情に合わせて２次医
療圏か、２次医療圏よりも小さな単位で設定すべき
ではないかとの論点を示した。出席委員からは「急
変時対応を考えれば、２次救急の医療圏に近いので
はないか」「介護は市町村単位となっているが、医療
は人員が限られるため、市町村よりも少し大きい方
がよい」などの意見があった。　
　また、医療計画の策定・評価のため、２次医療圏
単位の協議会を設置して都道府県と市町村の連携に
役立てる方向性を示した。
　在宅医療体制については７月１３日の会合でも議題
となり、国立長寿医療研究センターに設置した在宅
医療推進会議が指針案を提出している。１０月３１日の
会合で事務局は、この指針案に基づく指標の案とし
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て、入院から在宅への移行を把握するための「退院
調整支援担当者がいる施設数」に加え、療養支援を
把握する▽在宅医療サービスの実施診療所・病院数
▽訪問看護ステーション数▽在宅患者訪問薬剤管理
指導届け出薬局数▽在宅患者訪問診療実施件数▽訪
問看護実施件数▽在宅患者訪問リハビリテーション
指導管理件数▽看取りを把握するための「在宅看取
りを行った診療所・病院数」―を示した。
（１１/１MEDIFAXより）

指導大綱の運用是正、厚労省に要望／日歯
　日本歯科医師会は１０月２１日、指導大綱の運用是正
などを盛り込んだ要望書を厚生労働省に提出した。
１０月２７日の日歯の定例会見で堀憲郎常務理事が内容
を説明した。
　要望書では、高点数医療機関を選定することで「明
らかに指導が医療費抑制の手段になり、良質の医療
提供を阻害すると危惧する」と指摘した。高点数の
選定は「平均点数が高くかつ取り扱い件数の多いも
のを選定するとの議論であった」と認識を示し、運
用の再検討を含めて是正を要望した。指導対象医療
機関の選定については「選定委員会の議論と選定基
準が不透明であるとの認識にある」とし、選定理由
の開示、指導事後措置の決定基準の明示などを求め
た。
　指導の内容では、共同指導の人員体制に言及した。
従前の通りに厚労省技官は１人、厚生局技官と都道
府県技官は計１人とすることを求めた。診療録や提
供文書記載内容について詳細に規定された通知を基
に、医学的、総合的ではない指摘がなされていると
し、通知文にとらわれすぎず「大所に立った教育的
指導」を行うように要望した。共同指導、特定共同
指導について、医療機関の少ない県で実施が高頻度
になることにあらためて配慮することも求めた。
（１０/２８MEDIFAXより）

定期検査、受給者証で窓口負担ゼロ／Ｂ型肝
炎特措法
　厚生労働省は１１月２日、衆院で審議中の「特定Ｂ
型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別
措置法案」について会見し、賠償金や関連する検査
費、医療費の支払い方法、財源について説明した。
　特別措置法によると、集団予防接種などに起因す
るＢ型肝炎ウイルスの感染者で除斥期間が経過した
無症候性持続感染者が、慢性Ｂ型肝炎・肝がんの発

症を定期的にチェックする検査や母子感染医療を受
ける際、窓口負担が発生しないよう、対象者には
「特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者定期検査費等受給者
証」を交付する。
●２０年の除斥期間問題「対象者はいてもまれ」／厚
労省

　同特措法案をめぐっては、Ｂ型肝炎訴訟の原告団
が、除斥期間の２０年を境に賠償金が受け取れない被
害者が出てくる可能性を指摘し、法律案の修正を求
めている。厚労省は会見で、除斥期間が経過してい
る肝がん・肝硬変罹患者および死亡については、特
措法案作成の基になった原告団との基本合意書作成
時も議論にはなっておらず、現在も対象となる人は
分かっている範囲でいないとした上で「もしいれば
新たに協議する必要があり、提訴に基づき、裁判所
の下で別途検討することになる」とした。
　２０年の除斥期間は、民法で損害賠償請求権が認め
られている期間。Ｂ型肝炎訴訟では、肝がん・肝硬
変および死亡については除斥期間経過後の措置が定
められていない。１９年前に肝硬変を発症して存命中
の人は２５００万円の損害賠償金を受け取れるが、発症
が２０年以上前の場合は損害賠償金は受け取れない。
一方、慢性Ｂ型肝炎と無症候性持続感染者に関して
は、基本合意書に基づく政策的対応として、除斥期
間が経過していても、見舞金として一定の金額や検
査費（年４回分）、医療費が給付される。
（１１/４MEDIFAXより）

ホームページは広告に位置付けず／厚労省、
自由診療規制はＧＬで
　厚生労働省の「医療情報の提供のあり方等に関す
る検討会」（座長＝長谷川敏彦・日本医科大医療管理
学教室主任教授）は１１月４日の会合で、医療機関の
ホームページの位置付けについて審議し、引き続き
医療法上の「広告」とは位置付けず、厚労省主導で
自由診療分野を対象としたガイドライン（ＧＬ）を
作成した上で関係団体などが自主的に取り組むとの
方向で意見を集約した。厚労省は、引き続き議論を
進めた上で年度末に報告書を取りまとめる考え。
　医療法では、ポジティブリスト（包括規定方式）
で認めている広告可能事項を除いて、医療広告を禁
じている。２００７年３月に厚労省が示した医療広告の
ＧＬ（医政局長通知）では▽患者の受診を誘引する
意図（誘因性）▽医業・歯科医業の提供者名か病院・
診療所名が特定できる（特定性）▽一般人が認知で
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きる（認知性）―の３要件をもって医療広告として
いる。医療機関のホームページについてはこれまで、
患者が自発的にインターネットを利用して検索・閲
覧するため、誘因性がないとして情報提供や広報と
して扱われてきた。ただ、前回の会合では「ホーム
ページの認知性が高まる中で、広告ではないという
整理は難しい」「社会通念上は広告だろう」との意見
が出ていた。
　事務局の医政局総務課はこの日の会合で、ホーム
ページの位置付けについて▽医療法上の広告として
規制する（案１）▽個別に３要件を当てはめる（案
２）▽「広告」とはみなさずに、新たなＧＬに基づ
いて関係団体などが自主規制する（案３）▽広告と
はみなさずに、景品表示法や不正競争防止法での規
制を円滑に適用できるよう、虚偽や誇大な表示など
について明確化する（案４）―の４案を示した。出
席委員の多くが案３を支持したことを受けて、事務
局は案３を基に虚偽・誇大表示の基準を明確化（案
４）し、実効性がない場合には個別に要件を見極め
て規制の可否を決める（案２）方向性を示した。
　厚労省は、自由診療のホームページに最低限記載
すべき具体的な内容例として▽内容や通常必要とな
る治療内容・経費を分かりやすく記載し、リスクや
副作用などの情報も併記する▽自由診療の限定的な
成功事例・効果を強調しない―などをＧＬの中に盛
り込む考えを示した。また、「キャンペーン中」とい
った価格の強調や「無痛治療」「絶対安全な手術」と
いった非科学的表現、「日本一」「No.１」「最高」など
の優秀性を強調する表現などについても使用しない
よう規定する考えだ。
　会合では、美容医療サービスの広告をめぐって国
民生活センターに年間７４６件（０９年）の相談が寄せら
れていることも報告された。（１１/７MEDIFAXより）

母子手帳検討会の報告書公表／厚労省
　厚生労働省は１１月４日、「母子健康手帳に関する検
討会」（座長＝柳澤正義・日本子ども家庭総合研究所
長）で取りまとめた報告書を公表した。報告書には、
便カラーカードの利用や予防接種記載項目の充実な
どを盛り込んだ。
　報告書によると、先天性胆道閉鎖症などの疾患を
早期発見するため、便カラーカードを母子健康手帳
と一体的に利用できるようにする。
　予防接種記載項目については、定期接種の記載欄
を一連の様式とし、任意記載欄を増やすなどの充実

を図る。妊娠経過の記載欄も拡充し、自由に記入で
きる欄を増やす。
　２０１０年の乳幼児身体発育調査に基づき、乳幼児身
体発育曲線と幼児体重曲線も改訂する。
　省令様式の分量が増加する場合は任意様式を簡略
化するが、最低限に必要な知識は引き続き情報提供
するとした。
　今後は報告書を基に省令を改正し、１２年度から各
市町村で新しい母子健康手帳を配布する予定だ。
（１１/７MEDIFAXより）

後期高齢者医療、廃止先送り含む５案／厚労
省、民主に提示
　後期高齢者医療制度の見直しについて、厚生労働
省が民主党側に、２０１０年の高齢者医療制度改革会議
の取りまとめ内容も含めた５つの案を提示していた
ことが分かった。２つの案は後期高齢者医療制度を
廃止、３つの案は廃止を事実上先送りする方向性を
示している。
　民主党の厚生労働部門会議幹部は改革会議の結論
に沿って廃止を目指すべきとの姿勢で、厚労省が５
つの案を提示したことに不快感を示している。小宮
山洋子厚生労働相は１１月４日の会見で、５つの案に
ついて「厚労省として示したというレベルの話では
なくて、（関係者の）要求に従って議論の材料として
お渡ししたものという位置付け」と述べた。厚労省
幹部は「まだ何も決まっていない。民主党厚労部門
会議の医療・介護ワーキングチームで議論してもら
うことになるだろう」と話している。
　民主党はマニフェストで後期高齢者医療制度の廃
止を掲げ、１３年度から新たな高齢者医療制度を発足
させる方針を示してきた。廃止後の新制度を議論し
た厚労省の高齢者医療制度改革会議は１０年１２月、最
終取りまとめを発表している。
　厚労省が今回提示した５つの案は以下の通り。
　【案１＝改革会議の最終取りまとめ】都道府県や市
町村を財政支援した上で、７５歳以上は都道府県が財
政運営する国保、または被用者保険に加入
　【案２】都道府県や市町村を財政支援した上で、７５
歳以上は市町村が財政運営する国保（市町村は任意
で広域連合設立）、または被用者保険に加入
　【案３】都道府県が広域連合に加入するとともに、
被保険者証などに記された制度の名称を変更（例え
ば「Ａ県高齢者医療」）
　【案４】７５歳未満と（７５歳以上で）被保険者証を共
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通化
　【案５】廃止の準備段階として市町村国保の財政基
盤を強化
　７５歳以上の高齢者は、案１・２では国保か被用者
保険に加入する。案３・４・５では「独立型の高齢
者医療制度」に当面加入すると厚労省は説明してい
る。後者の場合、現在の後期高齢者医療制度の基本
的枠組みは解体されない。
●後期高齢者医療廃止の場合は１兆円超／厚労省試算
　厚労省は当面要する公費を次のように試算してい
る。
　【案１・２】市町村国保の赤字解消に最低５０００億円
＋α、高齢者医療分として都道府県と市町村が要求
する国費４０００億円程度＋α、廃止に伴うシステム改
修経費２０００億－３０００億円
　【案３】名称変更に伴うシステム改修経費１００億円
程度
　【案４】被保険者証の様式変更のみでも、システム
改修など多額の経費がかかる見込み
　【案５】市町村国保の財政基盤強化に２２００億円
　厚労省は案５の２２００億円について、社会保障・税
一体改革に絡んで「確保済み」との認識だ。
（１１/８MEDIFAXより）

厚労省「看護師特定能力認証」で骨子案／
「拙速過ぎる」の意見も
　厚生労働省は１１月７日、チーム医療推進会議の「チ
ーム医療推進のための看護業務検討ワーキンググル
ープ（ＷＧ）」（座長＝有賀徹・昭和大医学部救急医
学講座教授）に「看護師特定能力認証制度」の骨子
案を示した。厚労省は次のチーム医療推進会議で骨
子案と議論状況を報告し、１２月初旬の社会保障審議
会・医療部会に提示したい考えだ。
　これまで暫定的に「特定看護師（仮称）」としてき
たが、ＷＧで名称独占や業務独占への懸念が示され
ていることを踏まえ、看護師特定能力認証制度とし
た。骨子案では特定行為（特定の医行為）を「医師・
歯科医師の指示の下、臨床に係る実践的な理解力、
思考力、判断力その他の能力をもって行わなければ、
衛生上危害を生ずるおそれのある行為」と定義。特
定行為は▽実務経験５年以上▽８カ月－２年間程度
のカリキュラムを修了▽厚生労働大臣の実施する試
験に合格―によって特定能力の認証を受けた看護師
が一定の体制下で実施することができるとした。特
定行為の範囲は省令や告示など下位法令で規定す

る。褥瘡の壊死組織のデブリードマンや脱水の判断
と補正といった特定行為の具体例については、今後
も引き続き検討する。
　議論では、認証の要件について秋山正子委員（ケ
アーズ白十字訪問看護ステーション統括所長）が「実
務経験５年以上はこれまでのディスカッションでは
触れられていない」と指摘した。
　また、厚労省は認証制度の創設に伴う医行為の分
類案も示した。▽行為・判断の難易度が著しく高く
法律上「診療の補助」に含まれないことが明確な
「絶対的医行為」▽行為の侵襲性が相対的に高く行為
の難易度が高い「特定の医行為」▽実施者の裁量性
が相対的に高く高度な判断能力を要する「特定の医
行為」▽行為の難易度・判断の難易度ともに看護師
一般が実施可能な「一般の医行為」―の４分類に対
して、竹股喜代子委員（亀田総合病院看護部長）は「一
般の医行為とは何なのか、現場は混乱している。今
後の議論で詰める必要がある」と述べた。
●骨子案に委員ら「拙速過ぎる」
　厚労省の骨子案に対し、複数の委員から「拙速過
ぎる」との声が上がった。星北斗委員（財団法人星
総合病院理事長）は冒頭で「この段階で骨子案とい
うのは納得できるものではない」と強調。特定看護
師業務試行事業の経験や実績を基にした国民的議論
が必要であり、現時点でその段階には達していない
と指摘した。川上純一委員（浜松医科大付属病院薬
剤部長）や小松浩子委員（慶応大看護医療学部教授）
も「急ぎ過ぎの感がある」との懸念を示した。
●「看護師に限らない認証制度を」
　川上委員は、認証制度について「医療法の中に認
証制度を位置付け、どの職種にも適用することとす
れば、チーム医療に関して突破口を開くのではない
か」と提案した。有賀座長も「少し考えてみる価値
はあるだろう」と応じた。（１１/８MEDIFAXより）

予防接種法の疾病区分、定義を議論／厚労省・
厚科審部会
　厚生労働省の厚生科学審議会・感染症分科会予防
接種部会（部会長＝加藤達夫・国立成育医療研究セ
ンター理事長）は１１月７日、予防接種制度見直しに
向けて、予防接種法上の疾病区分などについて議論
した。部会では現行の疾病区分（１類疾病、２類疾
病）の定義を維持するかどうかが論点となった。
　現行の疾病区分では１類疾病を「集団予防効果の
高い疾病。致死率が高く社会的損失の重大な疾病」
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とし、２類疾病を「個人の発病・重症化の防止」と
定義している。現行の定義については、これまでの
議論で国民にも分かりやすいような表現にした方が
よいとの意見が上がっていた。
　今後、ヒブや肺炎球菌など定期接種化が検討され
ている７つの疾病・ワクチンを、現行の定義を踏ま
えて分類するに当たって、委員からは「１類疾病の
定義を維持して、１類には当てはまらないが国とし
て有益または必要な定期接種を２類にしたらどう
か」「厳密に定義を決めてしまうと、新たな混合ワク
チンが開発されたときの対応に困る」などの意見が
出た。
●常設の専門家会議が必要
　評価・検討組織の在り方については、厚労省が同
組織の構成について案を提示した。保坂シゲリ委員
（日本医師会常任理事）は「評価・検討組織だけあっ
ても意味がない。評価・検討組織とは別に、ワクチ
ン問題について継続的に議論し、評価・検討組織に
提案できるような常設の専門家会議をつくるべき
だ」と指摘した。
　評価・検討組織の位置付けについては、厚生科学
審議会の下に設置するかどうか今後も検討していく
とした。（１１/８MEDIFAXより）

中医協、一体改革２０２５年の絵姿へ論議開始
　「社会保障・税一体改革成案」に描いた２０２５年の医
療提供体制実現に向け、中長期的な制度改革論議が
中医協総会（会長＝森田朗・東京大大学院教授）で
始まった。厚生労働省は１０月５日、「入院・外来・在
宅医療について（総論）」と題する資料を提示。医療
提供体制と診療報酬の在り方に関する「総論」とい
う位置付けで、入院・外来・在宅医療の観点から、
現状の課題と今後の方向性を整理した。厚労省の描
く絵姿に対して、各側委員から異論は出なかった。
中医協は次回以降、各論に入る。厚労省は、在宅医
療は１１月前半に、入院診療と外来診療は１１月後半に、
それぞれ論点整理を示す。
　各側委員からは、２５年の共通目標に向かって中長
期的視点で医療制度改革論議を進めていくことに期
待感を示す声が相次いだ。安達秀樹委員（京都府医
師会副会長）は「事務局がこれだけ一体的な案を出
したことに敬意を表する」と切り出し、「これまでは
改定のたびに、担当課長が視線を注ぐ場所が変わっ
ていた。だが、政策は一貫性を持つべき。改定後に
課長が代わっても、この議論をさらに修正しながら

進めていくべきだ」と述べ、「中医協で議論を尽くし、
最終的なものが出来上がったら、閣議決定ではない
けれども、アンカー（碇）を下ろしてほしい」と要
望した。改定後、中医協の議論が振り出しに戻らな
いよう、厚労省にクギを刺した格好だ。
　続いて支払い側の白川修二委員（健保連専務理事）
も「安達委員の意見に賛成」と述べ、制度改正では「連
続性」が重要になると強調した。白川委員は「担当
課長や政権が変われば環境自体変わる。（２５年の）理
想像を描いても、その通りに改革が進むという確証
はないが、中医協の役割は２年に１度の診療報酬の
値付けだけではないと思う。そういう意味では、ア
ンカーを打つ（閣議決定する）というのは現実的には
難しいかもしれないが、その気持ちを委員一同で持
ちたい。政府にも、長期的視野でどのような政策を実
現していくか、イメージを持ってほしい」と述べた。
　嘉山孝正委員（国立がん研究センター理事長）も
「医療課長が代わってもこれを残したい。今回のもの
は合理的だと思う」と賛同した。
　厚労省保険局の鈴木康裕医療課長は「確かに今ま
での改定はその時の小手先の議論だった。先を見越
し、一定の共通認識の下に個別課題に取り組むこと
が必要だと思う」と答えた。
　森田会長も「これまでは次期改定論議に集中し、
残された課題は先送りされてきた。少し中長期的な
展望を持ち、それを踏まえて議論していくという方
向性に異論はなかった」と議論をまとめた。
（１０/６MEDIFAXより）

外来管理加算、各側一歩も退かず／中医協総会
　厚生労働省は１０月１２日の中医協総会（会長＝森田
朗・東京大大学院教授）に、２００９年と１０年の再診料
と外来管理加算の算定件数が病院、診療所ともに減
少しているデータ（社会医療診療行為別調査）を提
示した。診療側の安達秀樹委員（京都府医師会副会
長）は「１０年度改定論議では、５分ルールを撤廃す
るなどの要件見直しで、外来管理加算の算定件数は
増えないと強く主張したにもかかわらず、ある程度
増えるということで、再診料の７１点から６９点への引
き下げを受け入れざるを得なかった」とし、「（今回
のデータから）外来管理加算、再診料が減少してい
る事実は重大なことと受け止めさせてもらう」と語
気を強め、次期改定では厳しく対応していく姿勢を
示した。
　厚労省が社会医療診療行為別調査を基に整理した
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資料によると、診療所の再診料の算定件数は０９年の
月間６３４８万回から、１０年は月間６１３４万回に減少。診
療所の外来管理加算は０９年の月間２７７８万回から月間
２７７７万回に微減した。一方、０１年当時は、診療所の
再診料が月間７７００万回、診療所の外来管理加算は月
間６５００万回だった。
●外来管理加算「意味明確でないなら統合を」／白
川委員

　支払い側の白川修二委員（健保連専務理事）は、
外来管理加算の算定について「００年、０１年当時、第
２再診料といわれた時代に比べ、０９年からは本来の
算定の在り方になっている」とし、外来管理加算算
定回数の減少傾向は妥当なものと評価した。その上
で「患者の視点から、外来管理加算の意味付けが分
からない。月間算定回数が２８００万回となっているこ
とを見ても診療所の大きな収入源であり、取り扱い
は慎重にすべきだが、意味付けが明確にならないな
らば、いずれかの項目に統合することも（次期改定
で）検討していくべきだ」との考えを示した。
●地域医療貢献加算、グループ単位の仕組み必要
　一方、「地域医療貢献加算」については、厚労省が
データを基に、地域医療貢献加算の創設以降、病院
での休日、夜間の問い合わせや受診の変化について
限定的だが一定の効果が見込まれたと説明。これを
受け支払い側の白川委員、伊藤文郎委員（愛知県津
島市長）らも、地域医療貢献加算の導入には一定の
効果が認められると同意した。白川委員は、厚労省
の都道府県別の地域医療貢献加算の届け出データか
ら、トップの石川県が５０％を超えているのに対して、
低い県では１０％足らずと大きなばらつきがあること
を重視。適正な啓発を求めた。伊藤委員も地域全体
で医療を支えるため、有限の資源の中から地域医療
貢献加算を算定してもらいたいと述べた。
　これに対して安達委員、鈴木邦彦委員（日本医師
会常任理事）は、地域医療貢献加算の算定方式につ
いて、診療所単位の算定ではなくグループ単位での
算定が可能な仕組みづくりが必要との考えを提示し
た。安達委員は「全国を回った際にも、すでに地域
内でグループをつくって行っている実態があった」
と指摘し、そうしたグループで地域医療を支えてい
る診療所が地域医療貢献加算の算定に前向きに取り
組める仕組みが必要とした。
　鈴木委員も「診療所がグループを編成して地域医
療貢献加算を算定できるよう要件を緩和すべきだ」
と指摘。現行の体系のままでは地域医療貢献加算の

算定件数を大幅に増加させることは難しいとの考え
を示した。（１０/１３MEDIFAXより）

機能・実績３要件で具体案／ＤＰＣ評価分科
会で厚労省
　厚生労働省は１０月１４日の中医協・ＤＰＣ評価分科
会で、基礎係数に関する医療機関群の設定で「医師
密度」「診療密度」の要件とともに、一定の機能や実
績を評価する「一定以上の医師研修の実施」「高度な
医療技術の実施」「重症患者に対する診療の実施」に
ついて具体的な要件を提示した。数値での評価を基
本にするなど客観的評価を目指している。
　「医師研修機能」は、「医師免許取得後５年目まで
の医師数」／「ＤＰＣ算定病床数」で算出する。
　「高度な医療技術の実施」は、手術１件当たりの外
保連手術指数を提案。外保連試案の技術度指数で手
術を重み付けし、手術１件当たりの平均技術度指数
を算出する。加えて、全患者に占める全身麻酔の患
者比率も要件として挙げた。
　「重症患者に対する診療の実施」は複雑性指数を用
いるほか、全患者に占める手術・処置等１・２の
「あり」の患者比率も要件に挙げた。
　１０月１４日の会合で厚労省は、医師密度に関する代
替要件案を提示したことから、新たに提示した３要
件についても代替案を提示した。
　「医師研修機能」では、初期・後期臨床研修医の提
案を、初期臨床研修医に変更。「高度な医療技術」で
は、外保連手術指数について協力医師数を加味し、
一定の医師配置がなければ実施できない手術などに
限定して評価を行うとした。
　複雑性指数を用いる「重症患者に対する診療」は、
一定の医師配置が前提となるよう補正するとした。
（１０/１７MEDIFAXより）

地域医療指数に定量的評価を導入へ／ＤＰＣ
評価分科会
　中医協・ＤＰＣ評価分科会が１０月１４日開かれ、９
月の分科会に引き続き機能評価係数Ⅱに関する審議
を行った。機能評価係数Ⅱについては、現行の６項
目のうち「効率性指数」「複雑性指数」「カバー率指
数」については現行評価法を踏襲するが、「地域医療
指数」「救急医療係数」「データ提出指数」について
は見直しを行う方向になっている。
　地域医療指数では、従来の７項目（定性的な体制
評価）に加えて、地域で発生する患者に対する各病
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院のシェアを中心に、退院患者の調査データを活用
した定量的評価の手法を導入することを了承した。
山間地域やへき地で必要な医療提供機能を果たして
いる病院を適切に評価するのが目的。地域の単位は
原則として２次医療圏とした。
　委員からは、２次医療圏単位での評価に難色を示
す意見も出たが、厚生労働省医政局が進めている２
次医療圏に関する検討状況を勘案していくことと
し、原則２次医療圏とすることでまとまった。定量
的評価は、小児医療体制を成人とは別に評価する方
向も了承した。
　地域医療指数の従来の７項目について、これまで
の議論で削除してもよいのではないかとされていた
「地域がん登録」「災害時における医療」は存続する
方向となった。「災害時における医療」では、ＤＭＡ
Ｔの評価だけでなく、災害医療拠点病院も評価され
るべきとの意見も出た。
　救急医療係数については、各医療機関での救急医
療の診療実績をそのまま反映する「指数」とし、報
酬額を直接算出する「係数」としての取り扱いを廃
止するとした。ただ、指数の係数化については、最
終的に中医協総会で決定する。
　一方、前回の会合から引き続き議論された追加導
入項目については、次期診療報酬改定では間に合わ
ないものの、「診療情報の提供や活用など、診療の透
明化や改善の努力の評価」「専門病院の評価」は今後
も検討していくことにした。カバー率の評価で不利
になるような専門病院に配慮するため、カバー率の
評価基準を再検討することになった。
（１０/１７MEDIFAXより）

先進・高度医療、１０年度実績１３２億円／中医協
総会
　厚生労働省は１０月１９日、中医協総会に２０１０年度の
先進医療の実績報告を提示した。０９年７月１日から
１０年６月３０日までの１年間の先進医療・高度医療の
総金額は約１３１億９０００万円で、うち保険外併用療養費
として保険給付されたのは約５４億１０００万円、患者の
自己負担は約７７億８０００万円。１０年６月３０日現在で先
進医療・高度医療は１１０種類、実施医療機関数は４８８
施設、患者数は９７７５人だった。
　内訳を見ると先進医療については、総金額は約１１７
億８０００万円で、うち保険外併用療養費として保険給
付されたのは約４３億７０００万円、患者の自己負担は約
７４億１０００万円。１０年６月３０日現在で先進医療は８７種

類、実施医療機関数は４６６施設、患者数は７９１３人。
　高度医療は、総金額は約１４億１０００万円で、うち保
険外併用療養費として保険給付されたのは約１０億
４０００万円、患者の自己負担は約３億７０００万円。１０年
６月３０日現在の高度医療は２３種類、実施医療機関数
は７２施設、患者数は１８６２人となっている。
　厚労省は過去５年間の実績も報告。患者数、総金
額などで経年的変動が見られるとし、診療報酬改定
時に先進医療から保険導入されていることなどが変
動要因の一つとした。（１０/２０MEDIFAXより）

中医協総会、被災地支援は補助金で／診療報
酬は有効でない
　中医協総会は１０月２１日、災害医療への対応策を審
議し、東日本大震災で被災した医療機関への支援は
診療報酬上の加算ではなく、政府の補助金で対応す
る方向で一致した。原子力発電所事故の影響で患者
が減れば、加算を付けても算定できず、有効な対応
策にならないというのが主な理由。ただ、西澤寛俊
委員（全日本病院協会長）は、補助金の用途が限ら
れており使いづらい点を指摘し「現場で医療活動を
継続できるよう柔軟に対応してほしい」と厚生労働
省に注文した。
　嘉山孝正委員（国立がん研究センター理事長）は、
被災者健康支援連絡協議会から被災地に医師を派遣
している状況を説明した上で「医師の派遣費用が一
番の問題」と指摘。さらに「厚労省からは資金を工
面すると聞かされているものの、被災現場には資金
も情報も届いていない」と問題視し、早急に対応す
るよう厚労省に求めた。こうした議論を踏まえて森
田朗会長は「中医協というよりも（補正予算を要求
している）医政局で対応すべき問題」とまとめた。
　さらに嘉山委員は、災害医療では通信機能が重要
になるため、具体的な対応策を決めて日常的に訓練
しておくべきだと指摘。医政局指導課の井上誠一課
長は「災害拠点病院にインターネット接続できる環
境を整えるため、予算１４億円を要求中」と説明した。
（１０/２４MEDIFAXより）

中医協・介護給付費分科会の打ち合わせ会委
員名簿
　【中医協】森田朗会長（公益・東京大大学院法学政
治学研究科教授）▽安達秀樹委員（診療側・京都府
医師会副会長）▽伊藤文郎委員（支払い側・愛知県
津島市長）▽白川修二委員（支払い側・健保連専務
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理事）▽西澤寛俊委員（診療側・全日本病院協会長）
　【介護給付費分科会】大森彌分科会長（東京大名誉
教授）▽池田省三委員（地域ケア政策ネットワーク
研究主幹）▽田中滋委員（慶応大大学院教授）▽村
川浩一委員（日本社会事業大教授）
（１０/２４MEDIFAXより）

地域連携「ハブ化構想」で意見書／打ち合わ
せ会で診療側
　中医協（会長＝森田朗・東京大大学院教授）と社
会保障審議会・介護給付費分科会（分科会長＝大森
彌・東京大名誉教授）の打ち合わせ会が１０月２１日開
かれ、２０１２年度の診療報酬と介護報酬の同時改定に
向けた医療と介護の機能分化や在宅医療・介護をめ
ぐる方向性について、両会からそれぞれ選抜された
計７委員が議論した。打ち合わせ会は、中医協診療
側委員からの提案で実現したもので、この日は診療
側委員の総意として、地域医療連携の「ハブ化構想」
を盛り込んだ「医療と介護の連携議論に必要な視点
について」と題する意見書を提出した。
　中医協診療側の西澤寛俊委員（全日本病院協会長）
の説明によると、医療と介護連携のシステム構築の
推進に向けて「地域全体の医療と介護のコーディネ
ーター役を担う地域連携拠点（ハブ）を一定の圏域
ごとに設置することが不可欠で、医療と介護に関わ
る人、モノ、組織、情報を包括的にコーディネート
する役割が重要だ」とした。
　また、「施設間単位での単線型機能連携から地域単
位でのネットワーク型機能連携への転換を進める上
でも、地域特性を踏まえた形で、多職種・多施設間
での連携を地域の中でシステム化していくことが必
要」と指摘。「しかし、現行の診療報酬体系では、基
本的に個々の医療行為に点数を設定しているため、
連携拠点を核にした地域における包括的ネットワー
クを評価する構造になっていない」と問題提起した。
　次期同時改定に向けて中医協と介護給付費分科会
では、「利用者の生活自立」を支える医療・介護包括
的ネットワークのシステム化、連携ネットワーク構
築への評価、という視点も持ちながら議論していく
ことが必要だと提言した。
　診療側の意見書を受け、介護給付費分科会の田中
滋委員（慶応大大学院教授）ら出席委員からは、お
おむね賛同する声が挙がる一方で、介護給付費分科
会の池田省三委員（地域ケア政策ネットワーク研究
主幹）は「賛同できるが、地域連携拠点・ハブの責

任所在はどうなのか。コーディネート役の人材をど
こに求めるのか。ケアマネジャーが望ましいのだろ
うが、医療との連携などうまく進んでいない」と質
問した。
　これに対して、中医協診療側の安達秀樹委員（京
都府医師会副会長）は「ハブは、地方自治体が核と
なってつくっていくべきだろう」とし、京都府で動
き出した地域医療包括ケアシステムについて解説し
た。その中で「コーディネーター役をケアマネジャ
ーとするかどうか議論したが、当面は府職員が個別
事例に対応しながら、ハブ化への第一歩が進み出し
た」と述べた。
　中医協支払い側の白川修二委員（健保連専務理事）
も、診療側の意見書は一つの理想型として一定の評
価をしながらも、理想と現実のギャップをどう埋め
ていくか、長期の工程表を作成していくことが必要
とした。
　また白川委員は、医療と介護のシームレスなサー
ビスの重要性を指摘した上で、厳しい財政面から費
用対効果を考慮した効率のよいサービスの提供を検
討していく必要性があるとも指摘した。西澤委員は
「医療と介護の連携はまだまだだが、こうした議論を
両会で議論することが必要だ。今後、システムづく
りを進めていく」と述べた。（１０/２４MEDIFAXより）

訪看・リハ・認知症などで共通認識／同時改
定へ打ち合わせ会
　２０１２年度の診療報酬と介護報酬の同時改定に向け
て中医協委員と社会保障審議会・介護給付費分科会
委員が意見を交わす「打ち合わせ会」では、医療と
介護の連携をめぐり、訪問看護やリハビリテーショ
ンの重要性、認知症への対応拡充の必要性などが共
通認識として浮かび上がった。
　厚労省は打ち合わせ会に、医療・介護で共通の論
点として▽入・退院時での医療機関と介護サービス
事業者との連携促進▽介護療養病床から介護療養型
老人保健施設などへの転換促進▽介護施設での医療
提供の在り方▽訪問看護・リハビリなど要介護者ら
の在宅生活での医療提供▽看取りへの対応▽認知症
への対応―の６項目を挙げた。
　中医協診療側の西澤寛俊委員（全日本病院協会長）
は「訪問看護とリハビリは（医療・介護）連携の上
で一番大きな役割」と強調し、医療・介護の両面で
評価を拡充する必要性を指摘。介護給付費分科会の
大森彌分科会長（東京大名誉教授）も「（医療・介護
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連携で）致命的に重要なのは看護師」と述べた上で、
医師や看護師、介護職員など各職種が互いの機能を
尊重しながら、多職種協働でサービス提供に取り組
む必要性を強調した。「介護保険の最大の弱点は、認
知症の高齢者に対するサービス」との問題意識も示
し、医療と介護の緊密な連携の下、認知症対策を進
めていく必要性を強調した。
　介護給付費分科会の池田省三委員（地域ケア政策
ネットワーク研究主幹）は、胃瘻をめぐる現状に問
題意識を示し「（医療側で）本来、経口摂取ができる
人にも作ってしまい、それを介護が受け取ることで
大変な負担になってしまう」と指摘。同時改定で問
題解決に向けた方策を導き出すことに期待感を示し
た。西澤委員も「胃瘻のことは私たちも問題視して
いる」と述べた。
　介護療養病床の廃止を含む療養病床再編をめぐっ
ては、中医協支払い側の白川修二委員（健保連専務
理事）が、保険者からも転換支援金を拠出し支援し
ている現状に触れ「ぜひとも前に進めてほしい」と
求めた。一方、中医協診療側の安達秀樹委員（京都
府医師会副会長）は、介護施設などへの転換が進ま
ない要因として、医療機関が政策への不信感から先
を見通せない状況にあるとし「同時改定を機に長期
的な見通しのたつ方策を具体的な形で出していくべ
き」と指摘。池田委員は、病床数に地域格差がある
ことが転換が進まない理由の一つにあるとし「地域
に着目した計画をきちんと実施しないと、転換はな
かなか進まない」と述べた。
　打ち合わせ会の内容は、中医協と介護給付費分科
会に報告する。（１０/２４MEDIFAXより）

糖尿病の「多職種重点外来」、大筋了承／次期
改定で中医協総会
　厚生労働省は１０月２６日の中医協総会に、２０１２年度
診療報酬改定で、糖尿病患者に対する医師や看護師、
保健師などによる外来での重点的な医学管理を評価
する方向性を示し、大筋で了承された。
　厚労省は、多職種が連携して糖尿病患者に対する
重点的な医学管理を行うことにより、投薬量の維持
や減少、運動・食事・節酒の改善傾向が高くなった
とする調査研究事業（市町村国保における特定健診・
保健指導に関する検討会ワーキンググループ報告
書）の結果や、国内の病院で医師、看護師・保健師、
管理栄養士、薬剤師、理学療法士が協議して各症例
に対する「生活習慣病改善プログラム」を実施した

ところ、食生活や運動習慣の改善などに効果があっ
たとする事例を紹介し、糖尿病患者に対する外来で
の重点的な支援に対する評価を論点に挙げた。
　邉見公雄委員（全国公私病院連盟副会長）は「糖
尿病患者に対して、透析に移行する前に、最初のと
ころで手を打つ。医療費の低下も図れるだろう」と
述べ、厚労省の提案を評価した。
　糖尿病患者は増加傾向にあり、厚労省によると０７
年段階で「糖尿病が強く疑われる人」「糖尿病の可能
性が否定できない人」は合計で２２１０万人。患者１人
当たりの年間医療費は数百万円になることから、日
本全体で２兆円規模の医療費がかかっている。また、
糖尿病性腎症を原疾患とする透析患者も１０年には透
析導入者全体の４３.５％となった。
（１０/２７MEDIFAXより）

中医協新委員に万代氏／診療側５人再任
　３期６年の任期満了で中医協の診療側委員を退任
した邉見公雄氏（全国公私病院連盟副会長）の後任
委員は、日本病院会常任理事の万代恭嗣氏（社会保
険中央総合病院長）に決まった。小宮山洋子厚生労
働相は１０月２８日の閣議後の会見で、総合的に判断し
た上で１０月２７日付で任命したと述べた。
　これを受け厚生労働省保険局医療課の鈴木康裕課
長は取材に対して、他の任期満了を迎えた診療側委
員について再任の手続きを進めているとした。１０月
２６日に１期２年の任期が満了となった安達秀樹氏
（京都府医師会副会長）、嘉山孝正氏（国立がん研究
センター理事長）、鈴木邦彦委員（日本医師会常任理
事）、三浦洋嗣氏（日本薬剤師会常務理事）、２期４
年満了の西澤寛俊氏（全日本病院協会長）の５委員
は再任となる。１１月２日の次回中医協から新メンバ
ーを加えての改定論議が始まる。
　鈴木課長は「中医協の議論は透明性が求められ、
事務局もエビデンスに基づく議論ができるようなト
ライをしている。中医協委員はそれぞれの立場もあ
るだろうが、公平な視点での議論をお願いしたい」
と述べた。（１０/３１MEDIFAXより）

調剤ポイント原則禁止、療養担当規則を４月
に改正／中医協
　厚生労働省は１１月２日の中医協総会に、薬局など
が保険調剤の一部負担金の支払いに応じて付与し商
品購入などに利用できる「調剤ポイント」について、
療養担当規則を改正して原則禁止する案を示し了承
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された。２０１２年４月１日に施行する。ただ、クレジ
ットカードや電子マネーの支払いで発生するポイン
トについては、カード利用はもともと患者の利便性
向上が目的であることから、今後も容認する。
　調剤ポイントは、一部の調剤併設型ドラッグスト
アや調剤薬局が導入。厚労省は１１年１月、患者によ
る保険薬局等の選択はポイントの提供など経済的付
加価値ではなく、薬剤師が調剤、薬学的管理、服薬
指導の質を高めることなどによって行われるべきと
事実上の自粛を求める通知を出したが、その後もポ
イントサービスが継続。１０月の中医協総会で診療側
の三浦洋嗣委員（日本薬剤師会常務理事）が何らか
の対応を求めていた。
　総会で厚労省は、▽調剤料や薬価は中医協での議
論を経て公定されており、ポイントのような付加価
値を薬局が独自に付与することは医療保険制度上ふ
さわしくない▽患者による薬局の選択は調剤、薬学
的管理、服薬指導の質で行われるべきで、適切な健
康保険事業の運営の観点からポイントの提供などに
よるべきではない―との対応方針を提示。医療機関
についても同様との考えを示した。
　その上で具体的な対応策として、専らポイントの
付与や還元を目的としたポイントカードについて
は、原則ポイントの付与を認めないことを提案し了
承された。薬局が独自に発行する専用のポイントカ
ードのほか、ポイント専業会社が発行し提携会社で
商品購入などに使える共通ポイントカードも認めな
い。（１１/７MEDIFAXより）

医療機関群３分類に、医師密度は「除外」／
ＤＰＣ分科会が推奨案
　中医協・ＤＰＣ評価分科会（分科会長＝小山信彌・
東邦大医療センター大森病院心臓血管外科部長）は
１１月７日、基礎係数設定のための医療機関群の設定
について、医療現場からの懸念が強かった「医師密
度」を具体的要件から除外することを了承した。さ
らに、医療機関群は「大学病院本院群」「高診療密度
病院群」「その他の急性期病院群」の３分類を分科会
の推奨案として、近く中医協総会に報告する方針を
決めた。
　厚労省は、この日の分科会に「医師密度要件の設
定に伴う医師獲得競争惹起の懸念に配慮する」とし
て「医師密度」を要件から除外することを提案。た
だ、医師配置を前提とせず「診療密度」だけを要件
とした場合、単なる濃厚診療と区別できなくなるた

め、「医師研修機能」「高度医療機能」「重症者診療機
能」の“実績３要件”のうち高度医療機能と重症者
機能の２要件に、医師配置が適切に反映する要件を
盛り込んだ修正案を提示した。これまでの議論では
実績３要件は「いずれか」を満たせばよいとしてい
たが、「全て満たす」ことも提案した。これらの提案
に反対意見はなく了承された。
　その上で厚労省は、医療機関群の分類について「大
学病院本院群＋高診療密度病院群＋その他の急性期
病院群」の３分割案＝Ａ案、「大学病院本院と高診療
密度病院群＋その他」の２分割案＝Ｂ案、「大学病院
本院＋その他」の２分割案＝Ｃ案の合計３案を提示
した。
　小山分科会長は、Ａ案の支持が多数を占めたこと
から、分科会としてはＡ案を推奨案として中医協総
会で報告したいとまとめた。（１１/８MEDIFAXより）

混合診療解禁、議論の可能性「排除されない」
／外務省
　外務省は１１月７日、民主党の経済連携プロジェク
トチーム（ＰＴ、座長＝鉢呂吉雄・前経済産業相）
で、混合診療の全面解禁が環太平洋連携協定（ＴＰ
Ｐ）交渉で議論される可能性について「排除されな
い」との見方を示した。
　外務省がＰＴに提出した資料によると、日米の投
資環境の改善に言及した２００６年の日米投資イニシア
ティブ報告書の中で、米国が混合診療の導入に関心
を示していたと指摘。「それ以降は（米国から）特段
の関心が表明されていない」とする一方、「混合診療
の全面解禁が議論される可能性は排除されない」と
した。
　政府はこれまで「混合診療の解禁は議論の対象に
なっていない」「仮に協定交渉で公的医療保険に関連
する事項が議論される場合は、政府として国民皆保
険制度を維持し、必要な医療を確保する姿勢は変わ
らない」とする姿勢を示していた。
（１１/８MEDIFAXより）

新潟県議会、定額負担反対の意見書可決／４
師会の要望で
　新潟県議会は１０月１４日、受診時定額負担の導入に
反対する意見書を全会一致で可決した。新潟県医師
会（渡部透会長）など４師会は９月２９日に導入反対
の要望書を自民党県連に提出していた。県議会の意
見書は野田佳彦首相や小宮山洋子厚生労働相に送付

京都保険医新聞

２３

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

第１４９号

２０１１年（平成２３年）１１月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２８０４号



した。
　受診時定額負担の導入に反対する要望書は新潟県
医のほか、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会
が連名で提出した。（１０/２０MEDIFAXより）

処遇改善交付金は全額国庫負担で／保団連が
要望書
　保団連は１０月２７日、公費負担拡大で介護保険制度
を改善することなどを求める要望書を公表した。宛
先は小宮山洋子厚生労働相や、民主党「社会保障と
税の一体改革調査会」の細川律夫会長ら。
　要望書では、厚生労働省の社会保障審議会・介護
保険部会で「介護職員処遇改善交付金」を介護報酬
に組み込むことなどが俎上に載っているとし「自公
政権が創設した同交付金の考え方（被保険者や利用
者、地方負担によらず国が責任を持って処遇改善を
行う）からも大きく後退する」と主張。その上で▽
同交付金は全額を国庫負担で実施し、対象範囲と支
給金額を引き上げ介護労働者の賃金を４万円引き上
げる▽介護保険に対する国庫負担割合を引き上げ、
利用料や保険料の負担拡大を行わない―などを求め
ている。（１０/２８MEDIFAXより）

 
必要財源は介護報酬０.６％／地域区分見直し
　厚生労働省は１０月７日の社会保障審議会・介護給
付費分科会に、次期介護報酬改定で「地域区分」を
現行の５区分から７区分へ見直す際、地域区分ごと
の上乗せに必要な財源は介護報酬０.６％分に相当す
るとの試算結果を提示した。
　財政中立の考え方で試算したため、介護報酬が全
体として０.６％引き下がり、上乗せ割合のない地域区
分「その他」ではそのまま０.６％のマイナスになるが、
実際には処遇改善交付金分を介護報酬内に組み込む
のかどうかや、年末までの予算折衝で改定率が何％
になるかによって影響の度合いは変化する。
●１単位１０円の単価「手を入れるべきでない」
　地域区分の見直しに必要な介護報酬０.６％分の財
源について、委員からは「１単位１０円の単価を９.９４
円にして捻出するようなことはすべきではない」と
する意見が相次ぎ、大勢を占めた。介護報酬０.６％分

に相当する財源が必要との試算は介護報酬全体への
影響を示した参考値であり、次期介護報酬改定に伴
う全体の調整の中で見直しを行うため、大きな問題
は起こらないとの意見もあった。
　池田省三委員（地域ケア政策ネットワーク研究主
幹）は厚労省に対し、処遇改善交付金を介護報酬内
に組み込むことの是非も含め、次期改定に関する今
後の調整全体で賄うとの趣旨でよいかと確認。老健
局の宇都宮啓老人保健課長は「そういうことはあり
得ると思う」と述べた。
　大森彌分科会長は「『その他』＝１０円は基本的に変
えないで、全体の動きがあればそれも踏まえる方向
性はある」と述べ、「介護報酬０.６％分」の試算はあ
くまで参考値の提示であるとした。
●経過措置設け、追加の検討も
　厚労省は１０月７日の会合に、地域区分の見直しに
伴う経過措置として、２区分以上変動する市町村は
２０１２－１４年度の３年間は１区分の移動に抑えること
を提案した。委員から特に異論はなかったが、経過
措置３年以降の措置はどうするのかとの意見や、区
分だけでなく上乗せ割合についても何らかの措置が
必要との意見が上がった。厚労省は今回の提案はあ
くまで最終形に向けた現段階の経過措置であるとし
て、３年後さらに経過措置を設けるかどうかなどに
ついては今後の検討課題とした。
（１０/１１MEDIFAXより）

「処遇改善加算」の創設を提案／厚労省、交付
金後の対応で
　厚生労働省は１０月１７日の社会保障審議会・介護給
付費分科会（分科会長＝大森彌・東京大名誉教授）
に、２０１２年度介護報酬改定で「処遇改善加算（仮称）」
を創設することを提案した。現行の「介護職員処遇
改善交付金」を介護報酬に組み込む場合、確実に介
護職員の処遇改善につながるよう担保するための方
策。ただ、賃金の支払い方法に言及する算定要件な
どを提案したため、委員からは、労使間への国の過
剰な介入になると懸念を示す声も上がった。
　厚労省は、算定要件として、現在、交付金を受け
取っている事業所については１１年度末の賃金額を下
回らない給与を支給（１２年度当初の職員構成を基準
として、同じ職員構成で比較した場合）することを
提案。現在は交付金を申請していない事業所につい
ても、報酬改定前の賃金と比べて加算額相当分以上
に賃金額が上回ることを算定要件とするとした。
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　加算を算定した場合、本給で支給する割合を一定
以上と定めることも提案。加算額については「介護
報酬単位×加算率（交付金の加算率を引用）×単価
（地域差）」で算出するとした。厚労省は、加算につ
いて「基本的には現行の処遇改善交付金の考え方を
踏襲するような方法を提案している」と説明した。
（１０/１８MEDIFAXより）

訪看と訪介、時間区分で見直し案／介護給付
費分科会で厚労省
　厚生労働省は１０月１７日の社会保障審議会・介護給
付費分科会に、２０１２年度の介護報酬改定に向けた見
直しとして、訪問看護と訪問介護で短時間のサービ
ス提供が可能となるような時間区分の導入を提案し
た。サービス提供時間の実態を踏まえた給付の適正
化と、利用者のニーズや状態に合わせた対応が主な
狙いだ。
●日中２０分未満の訪看を可能に
　訪問看護の提供時間については▽２０分未満の訪問
を現在の「夜間」「深夜」「早朝」に加え「日中」で
も算定可能とする▽長時間より短時間訪問の評価を
高める▽訪問看護ステーションの理学療法士が行う
訪問看護に「２０分以上」「４０分以上」「６０分以上」の
新区分を創設する―を提案した。
　齋藤訓子委員（日本看護協会常任理事）は厚労省
案に賛意を示し、日中に行う２０分未満の訪問も算定
できるようにする見直しについて、活用に期待感を
示した。簡単な医療措置の繰り返しのためだけに利
用される可能性については「２０分以上の訪問看護が
ある程度入っている利用者に限って算定できるな
ど、一定の要件は必要」と述べた。
　訪問看護についてはこのほか▽退院直後から訪問
看護を円滑に利用できるよう医療機関や施設と共同
して訪問看護計画を策定する「退院時共同指導加算
（案）」の新設▽ターミナルケア加算の要件見直し▽
新規の訪問看護計画書と初回訪問を評価する「初回
加算」の新設▽「特別管理加算」と医療保険の「重
症者管理加算」との整合性を図る―などの見直しを
提案した。
●訪介の生活援助「４５分区切り」を提案
　大きく分けて「身体介護」と「生活援助」に分け
られる訪問介護については、生活援助の時間区分を
現行の「６０分未満」と「６０分以上」から、「４５分未
満」と「４５分以上」に見直す案を示した。厚労省は
４５分を区切りとする根拠について、１１年度厚生労働

省老人保健健康増進等事業として実施した「訪問サ
ービスにおける提供体制に関する調査」などの結果、
掃除や洗濯などの生活援助サービスは２行為の組み
合わせで３０－４０分程度、３行為以上の組み合わせで
は６０分を超えることが多かったことから、サービス
準備時間６分程度を含めた４５分が適当と説明した。
　訪問介護ではこのほか、訪問介護計画書の作成す
る「サービス提供責任者」について▽任用要件のう
ち「３年以上の実務経験を有するヘルパー２級」を
段階的に廃止する（１２年度は基本単位１０％減）▽サ
ービス提供時間に応じた配置基準を利用者数に応じ
た配置へと見直す―などを提案したほか、リハビリ
テーション専門職とサービス提供責任者が定期的に
同行訪問して行うアセスメント・モニタリングなど
を基に訪問介護計画書を策定する連携体制を新たに
評価することなども提案した。
（１０/１８MEDIFAXより）

短期入所療養介護で見直し案／厚労省
　厚生労働省は１０月１７日の社会保障審議会・介護給
付費分科会に、２０１２年度介護報酬改定で短期入所療
養介護の評価を見直すことを提案した。医療の必要
性の高い利用者や、緊急的な受け入れの促進を図る。
　現在、病院や診療所での短期入所療養介護につい
ては、医療の必要性の高い利用者を受け入れた場合
に「重度療養管理」を算定することができる。厚労
省は、介護老人保健施設での短期入所療養介護につ
いても、医療の必要性の高い利用者を受け入れた場
合に対する評価の導入を提案した。
　このほか、他の短期入所療養介護事業所と連携し
て緊急利用者を受け入れた場合を評価する「緊急短
期入所ネットワーク加算」について「緊急的な受け
入れに対して効果が見られない」として廃止し、新
たな評価を創設することも提案した。居宅サービス
計画に位置付けられていない緊急利用者を受け入れ
た場合に対する評価で、１人１月当たり７日程度を
支給限度とすることや、緊急の受け入れに当たって
は▽すでに受けている予約を調整してベッドを確保
する▽ベッドの調整がつかない場合は紹介可能な連
携事業所をあらかじめ確保しておくこと─を要件に
挙げた。
　居宅療養管理指導に関する見直しにも言及。医師
らによる居宅療養管理指導について、介護支援専門
員らへの情報提供を必須とすることなどを提案し
た。（１０/１８MEDIFAXより）
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厳しさにじむ「交付金後の財源」／処遇改善
で介護保険部会
　１０月１３日の社会保障審議会・介護保険部会では、
２０１２年度以降の介護職員処遇改善交付金の扱いをめ
ぐり委員から多数の意見が上がった。交付金を介護
報酬に組み込むことについては賛意を示す声が目立
ったが、その財源をどのように考えるかについては、
見解が分かれた。
　厚生労働省によると、交付金を第５期介護保険事
業計画期間（１２－１４年度）でも継続する場合、必要
な費用は約６０００億円（単年度換算約１９００億円）。ただ、
厚労省は「１２年度概算要求で要求することは概算要
求枠に収まらず不可能」としており、大規模な震災
復興対策が必要な状況下で「このような予算措置を
講ずることは現実的かどうか」と指摘している。
　一方、交付金相当分を介護報酬に上乗せする場合
はプラス２％改定に相当し、国と地方でそれぞれ公
費財源約５００億円を確保する必要があるという。厚労
省は、１１年介護事業経営実態調査の結果から、介護
事業者の経営状況が全般的に改善しているとみてお
り、１０月１３日の同部会に「介護職員の処遇改善に関
しても、事業者の自主的な努力が求められるのでは」
と提起した。（１０/１４MEDIFAXより）

認定介護福祉士の検討状況を公表／日本介護
福祉士会
　日本介護福祉士会（石橋真二会長）は１０月１３日、
同会ホームページに認定介護福祉士（仮称）に関す
る検討状況を公表した。内容は、８月に開いた「第
１回認定介護福祉士の在り方に関する検討会」に関
する資料や議事録など。同検討会は、認定介護福祉
士に求められる知識や技能、養成カリキュラム、制
度スキームなどを議論する会合を計５回程度開き、
３月までに中間報告をまとめる予定だ。
　日本介護福祉士会は、厚生労働省の「今後の介護
人材養成の在り方に関する検討会」が１月にまとめ
た報告書などに基づき、途中経過の公表義務がない
厚労省の２０１１年度老人保健事業推進費等補助金事業
として認定介護福祉士の在り方を検討する事業を受
託したが、介護業界全体に関係するテーマであり注
目度も高いことなどから、厚労省と協議し、関係資
料等の公表を決めた。
　日本介護福祉士会によると、今後も検討委員会自
体は非公開で進めるが、会合終了後はすみやかに当
日の資料や議事録を同会ホームページに公表する。

公表された情報は▽同研究事業の概要▽検討委員会
構成員名簿▽第１回会合の議事録・資料―など。
（１０/１４MEDIFAXより）

訪問リハビリの見直しなど提案／社保審・介
護給付費分科会
　厚生労働省は１０月３１日の社会保障審議会・介護給
付費分科会（分科会長＝大森彌・東京大名誉教授）
に、２０１２年度介護報酬改定で介護保険が適用となる
リハビリテーションの基準や報酬体系を見直すこと
を提案した。現場の実態を踏まえ、より柔軟に訪問
リハビリや個別リハビリが行えるよう要件の見直し
などを盛り込んだ。
　現行の仕組みでは、利用者の主治医が訪問リハビ
リを提供できない場合に情報提供を受けて訪問リハ
ビリ指示を出す医師は、利用者を毎月診察する必要
がある。厚労省は、訪問リハビリ指示を出す医師の
診察頻度について、利用者の状態像に合わせて３カ
月ごとでも可能とする見直しを提案。介護老人保健
施設が行う訪問リハビリについても同様の要件と
し、継続的な実施を可能とする。訪問リハビリの地
域差軽減に向けて「サテライト型訪問リハビリ事業
所」の創設も提案。介護予防訪問リハビリについて
も、同様の見直しを行うとした。
　通所リハビリについては、医療保険からの円滑な
移行を進めるため個別リハビリに着目した評価への
見直しを提案。具体的には「リハビリテーションマ
ネジメント加算」で現在は「月８回以上」としてい
る利用頻度の算定要件を、「月４回以上」に見直すと
ともに、新規利用者全員に対し、利用開始後１月ま
での間に居宅を訪問して生活状況を確認した上でリ
ハビリ計画を策定することを要件に加えるとした。
サービス提供時間によって個別リハビリに対する評
価方法が異なるなど、複雑な報酬体系になっている
点も改め、同一の取り扱いとすることも盛り込んだ。
通所リハビリと通所介護などについて、事業所と同
一建物に住む利用者にサービスを提供する場合は送
迎に手間がかからないことを踏まえ、報酬の適正化
も提案した。
　介護予防通所介護と介護予防通所リハビリについ
ては、生活機能向上につながるサービスを効果的に
提供できるよう、運動機能向上サービスと栄養改善
サービス、口腔機能向上サービスの「選択的サービ
ス」のうち、複数のプログラムを組み合わせて実施
する場合に対する評価の創設などを提案した。
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　委員からは、訪問リハビリ指示を出す医師の診察
頻度の見直しについて「状態の変化がある場合は頻
度をもう少し短く設定することと、その際には必ず
かかりつけ医に情報提供してもらうことを義務付け
てほしい」（三上裕司委員・日本医師会常任理事）と
の意見や、通所介護と通所リハビリの区分が不明確
とし「通所系サービスは、家族のレスパイト機能を
包括した機能と、クラブデイやリハビリ、ナーシン
グデイ的な機能などの２階建てにすると分かりやす
くなる」（池田省三・地域ケア政策ネットワーク研究
主幹）などの声が上がった。（１１/１MEDIFAXより）

在宅と施設、整合性検討を／厚労省、要介護
１－２の負担と給付で
　厚生労働省は１０月３１日の社会保障審議会・介護保
険部会に、新たな論点として「『施設の重点化』の観
点からの検討」と題した資料を示した。要介護度１
－２の利用者は、出来高払いの在宅に比べ、包括報
酬となっている施設入所者の方が低い利用料で多く
のサービスを利用できる状況にあることから、在宅
と施設での負担と給付について整合性を図る必要性
などを介護保険部会で検討するよう求めた。
　厚労省はこのほか、新たな論点として１号保険料
へのさらなる低所得者対策についても検討を求めた
が、１０月３１日の会合では委員から、在宅と施設の整
合性や低所得者対策に関する具体的な意見は上がら
なかった。
●施設での「プラスα」のサービスとは
　在宅と施設の整合性について厚労省老健局介護保
険計画課の度山徹課長は、会合後記者団に対し「重
点化の観点から何が考えられるか議論してもらいた
い」とした上で、「バランス上は１割じゃなく、プラ
スα（の利用者負担）だろう」と述べ、施設にも一
定のサービス量を設定し、それを超えた分は包括払
いとは別に利用者が負担することも検討すべきとの
考えを示した。
　現在、在宅では要介護度別に定められている支給
限度額を超えるサービスは利用者の全額自己負担で
供給される。一方、要介護度別に１割自己負担の包
括報酬が設定されている施設では、在宅で単価が設
定されているようなサービスをどれだけ使っても利
用者負担には跳ね返らない。厚労省はこの点に関し
て２０１１年３月審査分の介護給付費実態調査結果を示
し、要介護度１－２の施設入所者は１割自己負担の
まま在宅の支給限度額を上回るサービスを利用でき

ている実態を指摘した。
●第５期中の総報酬割、不可能ではない
　１０月３１日の会合から、介護２号保険料への総報酬
割導入の是非を中心に、改正介護保険法の方向性な
どについて同部会が１０年、取りまとめた意見書に両
論併記した項目について、議論を再開した。総報酬
割に関しては、結城康博委員（淑徳大総合福祉学部
准教授）が１２年４月から３年間の介護保険事業計画
第５期途中から導入することはテクニック上可能か
どうか厚労省に確認。度山課長は、法律に規定する
項目次第では可能とした一方、「大きな変化であれば
第６期からということになる」と述べた。
　総報酬割導入の是非に関しては、１０年同様、連合、
経団連が強い反対意見を表明し、健保連は国庫負担
を削減する財源目当ての導入であれば納得できない
とした。（１１/１MEDIFAXより）

 

医療給付費３０兆円台に突入／０９年度社会保障
給付費
　２００９年度の社会保障給付費のうち、医療部門の給
付費額は、前年度比４.２％増の３０兆８４４７億円だったこ
とが１０月２８日、国立社会保障・人口問題研究所のま
とめで分かった。同研究所は、０９年度は診療報酬改
定がなかったことなどが影響したとした。
　社会保障給付費の総額は９９兆８５０７億円（前年度比
６.１％増）で過去最高を記録した。近年の伸び率はお
おむね１－２％台で推移していたが、６％増を超え
たのは１９９５年の７.０％増以来１４年ぶりの高水準とな
った。年金受給者や介護保険受給者が増加したこと
や、介護報酬改定のプラス３％が影響したとしてい
る。
　国民の負担率を示す社会保障給付費の対国民所得
比は対前年度比２.７０ポイント増の２９.４４％で過去最大
を記録した。国民所得に占める医療部門の割合は
９.０９％（前年度比０.６８ポイント増）だった。
　部門別の他の給付費では「年金」部門が５１兆７２４６
億円（前年度比４.４％増）、「福祉その他」が１７兆２８１４
億円（同１５.８％増）だった。社会保障給付費総額に
占める割合は「年金」が５１.８％（同０.９ポイント減）、「医
療」が３０.９％（同０.６ポイント減）、「福祉その他」が
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１７.３％（同１.４ポイント増）となった。
　高齢者医療給付費や老人福祉サービス給付費など
を合わせた「高齢者関係給付費」は６８兆６４２２億円
（同５.０％増）で、給付費総額の６８.７％を占めた。
　社会保障財源は１２１兆８３２６億円で、前年度に比べて
２０.０％増加した。項目別に見ると、「社会保険料」が
３.５％減少したが、「資産収入」が大幅に増加したた
め、社会保障財源の増加につながった。
（１０/３１MEDIFAXより）

夫婦の出生子ども数平均、２人を下回る／１０
年出生動向基本調査
　国立社会保障・人口問題研究所は１０月２１日、第１４
回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）
の結果を発表した。夫婦の最終的な出生子ども数の
平均値（完結出生児数）は１.９６人で、調査開始以来、
初めて２人を下回った。
　調査は同研究所が２０１０年６月、全国の妻の年齢が
５０歳未満の夫婦を対象に実施。有効回答数７８４７件（有
効回答率８６.７％）のうち、初婚同士の夫婦６７０５組に
ついて集計した。調査は第２回（１９５２年）以降、５
年ごとに実施している。
　夫婦の完結出生児数は、１９７２年の第６回調査で
２.２０人となった後、３０年間にわたって同水準を維持
してきたが、２００５年の前回調査で２.０９人に減少。今
回の調査では１.９６人となり、初めて２人を下回った。
　平均出生子ども数を結婚期間別に見ると、結婚後
０－４年の子どもの数は０.７１人（前回０.８０人）、５－
９年は１.６０人（同１.６３人）、１０－１４年は１.８８人（同１.９８
人）で、どの期間でも前回より減少した。
　不妊の心配をしたことがある夫婦の割合は３１.１％
で前回の２５.８％から５.３ポイント増加した。子どもの
いない夫婦では５２.２％が不妊の心配をしていた。実
際に不妊検査や治療を受けたことがある夫婦は全体
で１６.４％、子どものいない夫婦では２８.６％だった。
（１０/２４MEDIFAXより）

病院・診療所とも改善傾向、精神科病院はマ
イナス／医療経済実調
　厚生労働省は１１月２日の中医協調査実施小委員会
に、第１８回医療経済実態調査の結果を報告した。直
近２事業年度の損益差額（医業・介護収益から費用
を差し引いたもの）を見ると、一般病院（介護収益
２％未満）では医療法人、国立、公立病院などの収
支が全般的に改善している傾向が見られた。ただ、

精神科病院は収支が悪化していた。
　医業・介護収益に占める損益差額の割合（構成比
率）を見ると、前々年度から前年度にかけて、医療
法人の構成比率は３.４％から５.０％に改善した。国立病
院は２.０％から５.２％に、公立病院はマイナス１３.１％か
らマイナス１０.０％に赤字幅が減少した。一般病院全
体で見た場合には、マイナス２.５％からマイナス０.１％
に赤字が改善した。
　ただ、精神科病院については構成比率がマイナス
０.１％からマイナス０.３％に悪化した。精神科病院では
医業・介護費用が１.５％増加しているため、収支に悪
影響を及ぼしたと見られる。
　一方、一般診療所を見ると、個人立、医療法人と
もに損益差額の構成比率は全般的にプラス基調とな
り、経営状況が好転している傾向がうかがえた。一
般診療所全体で見た場合の構成比は１１.６％から
１２.１％に向上した。これをベッドの有無で見た場合、
入院収益ありの場合は６.４％から７.３％に収益が上昇。
入院収益なしの場合でも、１２.９％から１３.４％に構成比
率が上がった。
　設立主体別に分析すると、個人立一般診療所の構
成比率は２５.９％から２６.９％にプラス推移した。入院収
益ありの場合は１６.５％から１８.９％に、入院収益なしで
も２７.４％から２８.３％に伸びた。
　医療法人の一般診療所でも、構成比率が５.５％から
５.８％に改善した。入院収益ありの場合は４.２％から
５.１％に、入院収益なしでは５.８％から６.１％に収益が
上がっている。（１１/４MEDIFAXより）

一般診療所ほぼ横ばい、１５対１ダウン／実調
　厚生労働省が１１月２日の中医協総会に報告した第
１８回医療経済実態調査の結果によると、一般病院を
はじめ特定機能病院、ＤＰＣ対象病院、こども病院、
療養病床６０％以上の一般病院などが軒並み改善傾向
を示した。再診料が２点引き下げられた一般診療所
でも、黒字幅が圧縮されることなく、ほぼ横ばいで
推移した。一方で、前回改定で一般病棟入院基本料
の中で唯一引き下げられた１５対１入院基本料につい
ては、単月データ（２０１１年６月）ながら損益差額が
大幅にダウンするなど、前回改定の影響を反映する
結果になった。
　今回の調査票回答施設数は、病院１５６１施設、一般
診療所１５４０施設、歯科診療所６６８施設などで、有効回
答率は６割には達しなかった。１０年度診療報酬改定
を挟んだ２年間分の通年データで病院機能別に損益
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差額の推移を見ると、一般病院（集計１＝介護収益
の割合が２％未満の医療機関）の損益差額は０９年度
のマイナス２.５％から１０年度はマイナス０.１％と大幅
な改善傾向を示した。病床規模別に見ると２０床－４９
床、５０－９９床、１００－１９９床、２００－２９９床の４群はい
ずれもマイナスの損益差額がプラスに転じた。３００－
４９９床、５００床以上は、損益差額はマイナスながら赤
字幅が縮小した。
　特定機能病院もマイナス９.７％からマイナス５.８％
に、ＤＰＣ対象病院はマイナス３.２％からマイナス
０.４％へと、ともに改善傾向を示した。
　０８年度改定、１０年度改定ともに重点課題になって
きたこども病院については、損益差額はマイナス
９.３％からマイナス６.２％となり、依然としてマイナス
だが赤字幅は縮小した。小児入院医療管理料を１０年
度改定で再編し、新たな区分を新設するなど、小児
医療の評価を充実したことが影響しているとみられ
る。
●精神科病院は通年データで赤字幅拡大
　一方、精神科病院については、損益差額が単月デ
ータで黒字幅が拡大し、通年データでは赤字幅が拡
大。２つのデータで相反する結果となった。精神科
病院をめぐっては、１０年度改定で精神療養病棟入院
料が引き下げられている。
　一般診療所（集計２＝調査に参加した全ての医療
機関の集計）を診療科別に見ると、入院診療収益の
ない場合（無床診療所）で損益差額が縮小したのは、
精神科（調査客体数２２施設）、整形外科（同１１２施設）、
眼科（９８施設）の３診療科。入院診療収益がある場
合（有床診療所）では外科（同１８施設）だけだった。
１１月２日の中医協総会では、調査客体数の少なさを
問題視する意見があった。（１１/４MEDIFAXより）

 
 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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　５月末、「連載を始めて１年にな
るので、ここで終わりにしてほし
い」と編集部の朝岡さんに言いま
した。理由はいくつもあります。
　第１、なんといっても疲れたこ
と。大学の職場を定年退職して少
しはまとまった時間がとれるし、
毎月楽しんで原稿を書くなんて贅
沢も味わおうかという甘いもくろ
みで連載を引き受けたものの、実
際は一体何が暇になったかわから
ない多忙のため、締め切りを過ぎ
てからテーマを探す「地獄の日々」
の連続でした。
　第２は、この夏にかけて、とて
も大きな仕事を２つ同時に仕上げ
なければならなかったこと。その
１つは、自民党政権以来続く構造
改革政治に対抗する福祉国家型の
構想づくり、特にその中核をなす
社会保障の対抗構想をつくるとい
う仕事です。私もその一員である
「福祉国家と基本法研究会」がつく
られたのが、民主党政権のできた
直後の２００９年１０月でしたが、それ
から２年、あるべき社会保障の全
体像とそれをつらぬく原則とその
根拠を、「社会保障憲章」「社会保
障基本法」というかたちで明らか
にしようと頑張ってきました。そ
の大詰めの作業が夏いっぱいかか
り、９月末に『新たな福祉国家を
展望する―社会保障基本法・社会
保障憲章の提言』（旬報社）として
世に出ました。
　もう１つの大きな仕事は、私の
高校時代以来の親友である安田浩
君が癌に冒され、その最後の仕事
として天皇制国家に関する論文を
まとめて本にしようという試みを
お手伝いしたこと。「夏まで」と言
われた彼の命があるあいだに間に
合わせようと、はしがきの口述、
ゲラの校正と、これまたこの夏い
っぱい追いかけられ、なんとか見

本刷りだけは完成させました。本
ができた翌日に彼が息をひきとる
という綱渡りでした。それもいま
『近代天皇制国家の歴史的位置』
（大月書店）として店頭に並んでい
ます。こんなに悲しい本づくりは
初めてでしたし、疲れが倍化しま
した。この２冊とも、読者のみな
さんには、ぜひ手にとって読んで
ほしいと願っています。
　本づくりが一段落して、ほっと
したのもつかの間、編集部からの
うるさい催促が復活。気が弱く断
ることが大の苦手の私は、みずか
ら首を絞めるのを承知で再開する
はめになりました。

 

　連載中断中の最大の事件は、な
んといっても菅政権の退陣と野田
政権の登場です。野田政権に何が
期待されているのかを知るには、
菅政権はなぜ崩壊したかを検討す
るのが鍵です。
　菅政権の退陣は、じつは非常に
めずらしいかたちでおこなわれま
した。菅政権には、国民が不信を
つのらせただけでなく、財界・大
マスコミなど、保守支配層が一致
してその退陣を公然と求め、さら
になんと与党の執行部までが菅を
見限る中で退陣を余儀なくされた
からです。
　３．１１以降、国民が菅政権に求め
たことは、原発事故の収束と放射
線被害の防止、大震災の被害の救
済、復旧・復興でした。そのいず
れにあっても、国の迅速な出動が
不可避でした。ところが菅政権は、
財界が強く求めていた構造改革に
忠実に対応した結果、この期待を
裏切ったのです。財界は、震災勃
発直後から、震災復興を名目にし
た国の財政出動を牽制しました。
財源も定かでないのに財政出動を

[一橋大学名誉教授]
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です。野田政権が「ドジョウ内閣」
と自称し、ひたすら低姿勢で政権
をスタートさせたのは、この協調
体制づくりこそ決め手だからです。
新政権は、こうして、保守支配層
の切望する課題の実現に向けて船
出しました。

 

　こうした野田政権の発足に合わ
せ、この連載でも、次回から、そ
の課題の一つひとつを検討するこ
とにしましょう。その際、少し趣
向を変えて、政府や財界、あるい
はイデオローグの語っている 生 の

なま

資料や言説を読むかたちで、彼ら
のねらいを探ってみようと思いま
す。それは、読者のみなさんに、
直接資料にあたって分析する力を
つけてもらいたいからです。

成案」というかたちで政
府提案にまとめ、「２０１０年
代半ばまでに段階的に消
費税率を１０％まで引き上
げ」ることを明記しまし
た。しかし、こんなこと
が菅政権ではとうていで
きないことは明らかでし
たし、おまけに菅がいる
かぎり、政府と自民党・
公明党との協調はできま
せん。こうして「菅辞め
ろ」コールが湧き起こったのです。
　ですから野田政権は、国民と保
守支配層全体の期待を一身に受け
て登場した内閣と言えます。しか
もこの２つの期待はまったく相反
する方向をもっています。野田政
権は、このうち、国民の期待はふ
り捨てて、保守支配層の切望する
課題を口先だけでなく 実  行  す  る 政

● ● ● ●

権として登場したのです。
　支配層が切望する課題をあらた
めて掲げると次の４つです。①社
会保障と税の一体改革、とりわけ
消費税引き上げの敢行、②ＴＰＰ
参加による自由貿易体制の推進、
③原発再稼働と維持政策の再構築、
④米軍普天間基地の辺野古移転と
日米同盟強化。どんな政権でも実
行の困難な課題ばかりで、どの課
題も、国民の強い支持は得られそ
うもありません。ですから、これ
らを実行するには、民主党と自民
党・公明党の協調体制、事実上の
大連立で強行突破するしかないの

おこなえば、財政赤字がさらに拡
大し、法人税をはじめとする大企
業負担の軽減が危うくなるからで
す。そこで政府は、震災の復旧・
復興を被災市町村や県に丸投げし
ようとしました。
　ところが地方自治体は、震災の
はるか以前から、構造改革により
財政赤字に苦しんでいたため、対
処したくともできなかったのです。
たとえば、がれきの処理。廃棄物
処理法は、がれき処理の責任を市
町村に求め、国の補助は２分の１
を上限と定めていました。ところ
が被災市町村はとうてい２分の１
の負担などできません。おまけに、
市町村は今回の震災・津波で壊滅
したところも少なくなかった。当
然、廃棄物処理法を改正し、全額
国庫補助、国の代行というかたち
で国が全面出動すべきところ、菅
政権は財政出動を渋った結果、が
れき処理は遅れに遅れました。仮
設住宅、復興住宅建設、被災市町
村の高台移住、すべて同じ問題に
直面したのです。こうして菅政権
に対する国民の不信は高まりまし
た。

 

　では、構造改革に忠実な菅政権
は、なぜ保守支配層からも不信を
買ったのか。皮肉なことに、菅政
権が構造改革路線に忠実なあまり
支持率が低下し、財界が切望した
消費税引き上げ、ＴＰＰ参加など
の課題の達成はとうてい実現する
力がなくなり、看板を変えること
が求められたからです。菅政権は
３．１１後、国の財政出動はサボりな
がら、構造改革型復興の方針は東
日本大震災復興構想会議の報告
「復興への提言」としてまとめ、消
費税引き上げ、法人税引き下げに
ついては、「社会保障・税一体改革

クレスコ編集委員会・全日本教職員組合編集
月刊『クレスコ』１１月号より転載（大月書店発行）

わたなべ・おさむ
１９４７年生まれ。専門は政治学、憲法、日本近代政治史。
著書に『新自由主義か新福祉国家か―民主党政権下の日
本の行方』（共著、旬報社）、『憲法９条と２５条・その力
と可能性』（かもがわ出版）、『構造改革政治の時代―小
泉政権論』（花伝社）、『憲法「改正」―軍事大国化・構
造改革から改憲へ』、『安倍政権論―新自由主義から新保
守主義へ』（旬報社）ほか多数。



２０１１年度（平成２３年度）第９回　２０１１年１０月１１日
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（９月27日）要録と決定事項の確認

の件
２．週間行事予定表の確認の件
【経営部会】
１．病院向け経営対策セミナー（９月14日）状況
２．年金普及会員訪問（９月22日）状況
３．経営相談開催（９月28日）状況
【医療安全対策部会】
１．患者側との懇談（９月27日）状況
【保険部会】
１．医事担当者勉強会（９月21日）状況
２．第642回社会保険研究会開催（10月１日）状況
Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．総務部会（10月４日）状況確認の件
①地区懇談会関連事項の件
②理事者血液検査（11月８日）関連事項の件
③2011年度８月分収支報告の件
④９月度会員増減状況の件
⑤三菱東京ＵＦＪ銀行の機構変更関連事項の件
⑥「地区医師会長との懇談」関連事項の件
⑦保団連第４回勤務医委員会関連事項の件
⑧文化ハイキング関連事項の件
⑨地区医師会報回覧の件
２．理事者血液検査実施の件
３．2011年度８月分収支月計表報告状況確認の件
４．「入会申込書」等の様式変更の件
５．会員入退会及び異動（９月27日～10月11日）に
関する承認の件

６．９月度会員増減状況確認の件
【経営部会】
１．経営部会（10月４日）状況確認の件
①地区懇談会関連事項の件
②新規開業支援室関連事項の件
③融資関係関連事項の件
④休補関係関連事項の件
⑤年金関係関連事項の件
⑥医賠関係関連事項の件
⑦針刺し事故見舞金制度関連事項の件
⑧理事会特別討議関連事項の件

⑨保団連近畿ブロック税務調査アンケートの実施
の件

⑩アミス事業関連事項の件
２．理事者休業補償制度改定に関する確認の件
３．第12回保団連共済部会（９月25日）状況確認の
件

【医療安全対策部会】
１．医療安全対策部会（10月４日）状況確認の件
①紛争状況報告の件
②医療安全研修会参加記確認の件
③第２回医療安全対策部会学習会関連事項の件
④医療安全シンポジウム関連事項の件
⑤医師賠償責任保険制度関連事項の件
⑥その他確認事項の件

【政策部】
１．政策部会（10月４日）状況確認の件
①スケジュール確認の件
②出版記念シンポジウム関連事項の件
③署名を軸にした運動展開の件
④ドクターズ・デモンストレーション2011関連事
項の件

⑤地区懇談会関連事項の件
⑥保険医団体連合会・保団連近畿ブロック関連事
項の件

⑦出版関連事項の件
⑧京都社会保障推進協議会関連事項の件
⑨ワクチン問題関連事項の件
⑩反核・平和関連事項の件
⑪環境対策関連事項の件
⑫九条の会アピールを支持する京都医療人の会関
連事項の件

⑬臨時政策部会確認の件
２．出版編集会議（９月22日）状況確認の件
３． 「新たな福祉国家を展望する－社会保障基本

法・社会保障憲章の提言」出版記念シンポジウ
ム出席状況確認の件

４．第18回京都府老人保健施設大会への参加の件
５．反核医師近畿懇談会（９月23日）状況確認の件
６．９条京都の会　講演・全体会（９月28日）状況
確認の件

７．『京都保険医新聞』（第2799号）・『メディペーパ
ー京都』／第147号（第2798号）合評の件
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【保険部会】
１．保険部会（10月４日・７日）状況確認の件
①スケジュール確認の件
②地区懇談会資料確認の件
③診療内容向上会関連事項の件
④初・再診料等に関するアンケート関連事項の件
⑤入院中の他医療機関受診関連事項の件
⑥第１回京都府福祉医療制度検討会関連事項の件
⑦リハビリ及びリハビリ施設対策関連事項の件
⑧薬剤師会との懇談会関連事項の件
⑨個別指導、監査対策関連事項の件
⑩行政文書の審査請求関連事項の件
⑪保険審査通信検討委員会委員選出関連事項の件
⑫社会保障審議会介護給付費分科会関連事項の件
⑬2012年診療報酬・介護報酬改定関連事項の件
⑭社保対策関連事項の件
⑮公費負担医療対策関連事項の件
⑯審査、指導、監査対策関連事項の件
⑰医療施設問題対策関連事項の件
⑱研究会関係関連事項の件

２．京都市生活保護医療個別指導立ち会い（９月14
日）状況確認の件

３．京都府生活保護医療機関個別指導立会（９月30
日）状況確認の件

４．第１回福祉医療制度検討委員会傍聴内容（９月
30日）状況確認の件

５．2011年度第３回保団連社保・審査対策部会（９
月25日）状況確認の件

６．初・再診料等に関するアンケートの結果報告の
件

Ⅲ．開催・出席確認事項
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談開催の件
【政策部会】
１．医療制度検討委員会開催の件
２．反核京都医師の会「放射能汚染」学習会出席の

件
３．臨時政策部会開催の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．厚生労働省平成24年度予算概算要求について
２．「京都府保険医協会の要望事項2011」確認の件
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．社会保障審議会第80回介護給付費分科会（９月

22日）状況確認の件
２．中医協（９月28日）状況確認の件

３．2011年８月度国保合同審査委員会（８月24日）
状況

４．リハビリ制度のあり方（提言）発出（９月13日）
状況確認の件

Ⅵ．要討議事項
１．社会保障・税一体改革に対する取り組みの件
　　≪以上、８５件の議事を承認した≫

２０１１年度（平成２３年度）第１０回　２０１１年１０月２５日
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（10月11日）要録と決定事項の確認
の件

２．週間行事予定表の確認の件
３．文化ハイキング（10月16日）状況
【経営部会】
１．年金普及会員訪問状況
２．傷害疾病保険審査会（10月18日）状況
３．金融共済委員会（10月19日）状況
【医療安全対策部会】
１．法律相談室（10月20日）状況
２．医療機関側との懇談状況
３．医療事故案件調査委員会（10月21日）状況
４．医師賠償責任保険処理室会（10月24日）状況
【政策部会】
１．DOCTORS・RUNNING 2011 in Osaka Castle 
Park（10月16日）状況

【保険部会】
１．京都版『公費負担医療等の手引』出張校了作業
（10月22日）状況

Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．地区医師会長との懇談会（９月24日）状況確認
の件

２．2011年度第４回正副理事長会議（10月13日）状
況確認の件

３．会員入退会及び異動（10月11日～25日）に関す
る承認の件

４．下京東部医師会との懇談会（10月12日）状況確
認の件

５．アミス第16期（2010年９月１日～2011年８月31
日）決算報告及び監査報告（10月20日）状況確
認の件

【経営部会】
１．税理士との懇談会開催（10月18日）状況確認の件
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【政策部会】
１．医療制度検討委員会（10月６日）状況確認の件
２．保団連 10～11年度第21回理事会（10月９日）状
況確認の件

３．「新たな福祉国家を展望する－社会保障基本法・
社会保障憲章の提言」出版記念シンポジウム（10
月15日）状況確認の件

４．「人体の不思議展」民事訴訟（宗川訴訟）を支え
る第３回弁護団会議（10月18日）状況確認の件

５．2011年度京都社保協自治体キャラバン（10月
５・６・７日）状況確認の件

６．2011年度保団連公害視察会（10月15・16日）状
況確認の件

７．『京都保険医新聞』（第2800号）合評の件
【保険部会】
１．『保険医のための指導対策ＤＶＤ（仮称）』第１

回編集会議（10月13日）状況確認の件
２．民主党京都府連を通じたリハビリ制度改善の要

請（10月21日）状況確認の件
Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．11月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
２．各部会開催の件
３．第10回文化講座～歴史編～開催の件
４．地区懇談会開催の件
５．保団連（10～11年度第３回）全国事務局長会議
への出席の件

【経営部会】
１．共済関係実務者懇親会開催の件
２．ＡＩＲジャパン車いす清掃活動取材の件
３．新規開業予定者のための講習会開催の件
４．北部開催中級コース医院・診療所での接遇マナ

ー研修会開催の件
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談開催の件
【政策部会】
１．11・３憲法集会出席の件
２．第22回核戦争に反対し、核兵器の廃絶を求める
医師・医学者のつどい出席の件

３．環境対策学習会開催の件
４．第22回環境ハイキング開催の件
５．ドクターズ・デモンストレーション2011への参
加の件

６．地域包括ケアシステムに関するシンポジウム開
催の件

７．保険医新聞新春座談会開催の件
【保険部会】
１．京都府第２回福祉医療制度検討会傍聴参加の件
２．外科診療内容向上会開催の件
３．保険講習会Ｂ（新規開業後フォローアップ研修）

開催の件
４．第４回医事担当者連絡会議開催の件
５．医事担当者向け講習会開催の件
６．近畿厚生局管内社保担当者会議出席の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．次年度介護保険制度見直しで注目しておくべき

問題点について
２．第５期介護保険事業計画策定にあたっての要望

書案提出の件
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．中医協総会概要報告
２．社会保障審議会介護給付費分科会（第81回）（10
月７日）概要報告

３．保険審査通信検討委員会（10月７日）状況確認
の件

Ⅵ．要討議事項
１．保団連次期（2012～13年度）役員推薦について
Ⅶ．特別討議
１．日本医師会『平成２４年度医療に関する税制に

対する意見』について
　　≪以上、４５件の議事を承認した≫

２０１１年度（平成２３年度）第１１回　２０１１年１１月８日
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（10月25日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
３．新規開業会員訪問（10月26日）状況
４．文化講演会（11月６日）状況
【経営部会】
１．経営相談室（10月26日）状況
２．新規開業支援室立ち上げのための準備会議（10

月29日）状況
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談（10月25日）状況
【保険部会】
１．京都府生活保護医療機関個別指導立ち会い（10

月17日）状況
２．保険講習会Ａ（10月20日）状況
Ⅱ．確認・承認事項
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【総務部会】
１．総務部会（11月１日）状況確認の件
①地区懇談会関連事項の件
②理事長提案事項の件
③災害見舞金関連事項の件
④第182回定時代議員会準備の件
⑤理事者・事務局新年会関連事項の件
⑥2011年度９月分収支月計表確認の件
⑦会員入退会及び異動確認の件
⑧10月度会員増減状況確認の件
⑨新規開業会員訪問（10月26日）状況報告の件
⑩2011年度第１回コミュニケーション委員会関連
事項の件
⑪第10回文化講座関連事項の件
⑫前進座初春特別公演チケット取り扱いの件
⑬保団連文化担当交流会関連事項の件
⑭ワイン教室の企画関連事項の件
⑮文化活動アンケート実施の件
⑯地区医師会報回覧の件

２．2011年度９月分収支月計表報告状況確認の件
３．前進座初春特別公演チケット取り扱いの件
４．会員入退会及び異動（10月25日～11月８日）に
関する承認の件

５．10月度会員増減状況確認の件
【経営部会】
１．経営部会（11月１日）状況確認の件
①地区懇談会関連事項の件
②新規開業支援室関連事項の件
③融資関係関連事項の件
④休補関係関連事項の件
⑤年金関係関連事項の件
⑥医賠関係関連事項の件
⑦針刺し事故見舞金制度関連事項の件
⑧消費税増税中止を求める署名関連事項の件
⑨その他情報提供の件
⑩スケジュール確認の件

２．保団連近畿ブロック共済担当事務局交流会（10
月21日）状況確認の件

【医療安全対策部会】
１．医療安全対策部会（11月１日）状況確認の件
①紛争状況報告の件
②第２回医療安全対策部会学習会関連事項の件
③医療安全シンポジウム関連事項の件
④個別案件関連事項の件
⑤その他確認事項の件

【政策部会】
１．臨時政策部会（10月26日）状況確認の件
①介護職の喀痰吸引問題の件
②地区懇談会の対応と今後の運動の確認の件
③保団連・近畿ブロック確認の件

２．政策部会（11月1日）状況確認の件
①部会スケジュールの確認の件
②社会保障・税一体改革に関する今後の運動対策
の件

③地区懇談会の日程と出席確認の件
④保団連・近畿ブロック会議関連事項の件
⑤第182回定時代議員会の情勢報告関連事項の件
⑥地域包括ケアシステムシンポジウム開催案確認
の件

⑦日本福祉大学・延世大学　第６回日韓定期シン
ポジウムの出席確認の件

⑧出版関連事項の件
⑨京都社会保障推進協議会関連事項の件
⑩ワクチン問題関連事項の件
⑪反核・平和関連事項の件
⑫環境対策関連事項の件
⑬その他確認事項の件

３．医療制度検討委員会（10月19日）状況確認の件
４．2011年度第３回保団連地域医療対策部会（10月
22日）状況確認の件

５．2011年度地域医療活動交流集会（10月23日）状
況確認の件

６．出版編集会議（10月24日）状況確認の件
７．京都社保協運営委員会（10月20日）状況確認の

件
８．兵庫協会政策研究会（10月29日）状況確認の件
９．成人用肺炎球菌ワクチンアンケートの実施の件
10．メディペーパー京都第148号（第2801号）・『京都
保険医新聞』（第2802号）合評の件

【保険部会】
１．保険部会（11月１日・４日）状況確認の件
①地区懇談会関連事項の件
②開催日程・出席確認の件
③資料確認の件
④入院中の他医療機関受診関連事項の件
⑤第２回京都府福祉医療制度検討会関連事項の件
⑥生活保護個別指導への対策関連事項の件
⑦リハビリ及びリハビリ施設対策関連事項の件
⑧新規開業医向け審査・指導講習会関連事項の件
⑨薬剤師会との懇談会関連事項の件
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⑩保険審査通信検討委員会関連事項の件
⑪その他確認事項の件
⑫新点数・診療報酬改善対策関連事項の件
⑬社保対策関連事項の件
⑭公費負担医療対策関連事項の件
⑮審査、指導、監査対策関連事項の件
⑯医療施設問題対策関連事項の件
⑰研究会関係関連事項の件

２．第３回医事担当者連絡会議（10月27日）状況確
認の件

３．第２回京都府福祉医療制度検討会（10月31日）
状況確認の件

Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．保団連文化担当交流会への出席の件
２．文化企画：ワイン教室実施の件
【経営部会】
１．保団連経税担当事務局小委員会への出席の件
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談開催の件
【政策部会】
１．日本福祉大学・延世大学　第６回日韓定期シン

ポジウムへの出席の件
２．医療制度検討委員会開催の件
３．「希望するすべての子どもたちにワクチンを！」

デモ参加の件
４．「福島第一原発事故から１年　3.11ウォーク」（仮
称）相談会出席の件

５．環境対策委員会開催日変更の件
６．出版編集会議開催日変更の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．社会保障審議会医療部会での協議に関する件
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．2011年９月度国保合同審査委員会（９月22日）
状況

２．第18 回全国医科社保担当事務局研修会（10月25・
26日）状況報告の件

３．中医協総会概要報告
４．社会保障審議会介護給付費分科会報告
Ⅵ．要討議事項
【保険部会】
１．初・再診料に関する要望書確認送付の件
　　≪以上、９５件の議事を承認した≫
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12月のレセプト受取・締切
12日㈪労

災
10日土9日金基金

国保 ◎◎○

※○は受付日、◎は締切日。
　受付時間は午前９時～午後５時（基金は午後５時
３０分）です。

12月の相談室
担当＝坂本建築士１２月１４日（水）午後２時～医院・住宅

新（改）築
担当＝三井生命のＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）１２月１５日（木）午後１時～ファイナンシャル
担当＝莇弁護士１２月１５日（木）午後２時～法 律
担当＝本宮社会保険労務士１２月１５日（木）午後２時～雇 用 管 理
担当＝牧野税理士１２月２１日（水）午後２時～経 営

開催日の３日前までに協会事務局へお申込み下さい。３０分間無料です。
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地域包括ケア シンポジウム地域包括ケア シンポジウム
住民の暮らしを包括的に支えるケア体制をめざして

12月17日土
 午後2時～5時

と　き

ところ 京都アスニー 第8研修室
京都市中京区丸太町通七本松西入ル
JR円町駅より丸太町通を東へ600m

すべての人の命や暮らしを維持するために、地域における「包括的なケア」が切実に求められています。
国も介護保険制度改正を通じて、「地域包括ケアシステム」を打ち出しました。
シンポジウムでは、国の提案と介護保険改正の問題点を明らかにし、同時に、一人ひとりの住民の
暮らしを支えることのできる包括的なケアの実現には何が必要なのか考えたいと思います。

内　容

第1部　 介護保険改正と国の考える
「地域包括ケアシステム」

・ ケアを必要とする高齢認知症患者を
めぐって
・高齢者の「住まい」と施設ケアについて 
・ 国の考えている「地域包括ケア」と
地方自治体の医療・福祉行政

第2部　 地域で包括的なケアを
必要とする人々とは

・ 子ども、患者さん、障害のある人たちの今

第3部　講演
・ 一人ひとりの住民の暮らしを支える
包括的ケアのあり方とは（仮題）
 岡﨑 祐司氏（佛教大学教授）

要申し込み

参加費無料

主催：京都府保険医協会 後援： 朝日新聞京都総局、京都新聞社、産経新聞社京都総局、日経新聞社京都支社、毎日新聞京都支局、
読売新聞京都総局、α-STATIONエフエム京都、KBS京都 （11月13日現在）

地区医師会とのとの懇談会ののご案内
場　　所時　間地　　区開催日

中京西部医師会事務所午後２時３０分～中京西部医師会との懇談会２０１１年１１月２８日㈪

伏見医師会館午後２時～伏見医師会との懇談会１２月１２日㈪

乙訓医師会会議室午後２時～乙訓医師会との懇談会１２月１９日㈪
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いずれかをお選び頂き○で囲んで下さい。

① 京都府保険医協会会員

② 他の保険医協会会員

③ 一般
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京都府独自の福祉医療制度����を中心に､ 公費負担医療の基礎的事項

を分かりやすく解説します｡ 説明会のテキストは､ 『公費負担医療等の手引

(2011年11月版)』 (会員の先生方には11月18日より順次１冊無料で送付済)

です｡ 複数冊ご入り用の場合は､ １冊3,000円で販売します｡ 保険医協会事

務局までお申込み下さい｡

���

������������������������������

＊参加ご希望の方は､以下にご記入の上､京都府保険医協会までFAX(075-212-0707)して

下さい｡

��������������������������������������������������

市区町村名
市 ・ 区
町 ・ 村

医療機関名

代表者名 電話・FAX

／

参加人数

人

テキスト(3,000円)追加購入希望数

説明会会場渡し ・ 事前送付(送料別)

冊 (いずれかに○を)

������������������������������ ��� �����

�� ①福知山会場 ②舞鶴会場 ③京都市会場 ④京都市会場 (いずれかに○を)

(写真は2011年11月版)

� � ����������

��� ��

��� ���������������������������������

�����������������������������������������������

������

�� �������������������

�� �������������

福知山市字天田 (北本町二区) 35-1

�0773-23-2788

�� ����������

�����

�� ��������������������

�� ������� ������

舞鶴市字南田辺１番地

�0773-75-2250

�� ���������

������

�� ����������������

�� �������� ���

������

�� ����������������

�� �������� ���

�����������
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